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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

(1) 連結経営指標等 　 　 　 　 　

 売上高 (百万円) 333,434358,276342,758314,117305,541

 経常利益 (百万円) 12,003 14,393 13,508 7,777 6,542

 当期純利益 (百万円) 5,134 5,722 5,019 2,346 154

 包括利益 (百万円) ― ― ― ― 20

 純資産額 (百万円) 40,431 43,931 42,930 40,981 38,930

 総資産額 (百万円) 254,313240,558225,263210,167207,622

 １株当たり純資産額 (円) 215.80 363.41 437.14 438.43 352.85
 １株当たり当期純利益
 又は当期純損失(△)

(円) 204.22 189.34 163.00 30.32 △64.96

 潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

 自己資本比率 (％) 15.87 18.23 19.02 19.48 18.74

 自己資本利益率 (％) 13.56 13.59 11.58 5.60 0.39

 株価収益率 (倍) ─ ─ ─ ─ ─

 営業活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) 16,946 22,196 16,036 17,435 15,410

 投資活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △8,192 △8,413 △8,788 △4,010 1,188

 財務活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △13,380△19,344△17,416△18,271 △8,690

 現金及び現金同等物
 の期末残高

(百万円) 36,749 31,192 20,536 15,951 23,738

 従業員数
 (外 平均臨時雇用者数)

(名)
14,566 16,081 16,997 17,493 17,105
(1,691)(1,731)(1,525)(1,494) ※

(2) 提出会社の経営指標等 　 　 　 　 　

 売上高 (百万円) 308,211330,996313,461285,880276,268

 経常利益 (百万円) 11,970 13,584 12,738 8,466 6,000
 当期純利益
 又は当期純損失(△)

(百万円) 7,213 5,129 4,211 2,014 △481

 資本金 (百万円) 18,010 18,010 18,010 18,010 18,010

 発行済株式総数 (千株)

普通株式
20,000

Ａ種優先株式
17,500

普通株式
20,000

Ａ種優先株式
17,050

普通株式
20,000

Ａ種優先株式
16,305

普通株式
20,000

Ａ種優先株式
15,375

普通株式
20,000

Ａ種優先株式
15,225

 純資産額 (百万円) 39,314 42,222 41,164 38,824 36,376

 総資産額 (百万円) 247,975232,613217,990204,193201,901

 １株当たり純資産額 (円) 163.21 281.77 352.71 332.97 226.26

 １株当たり配当額
 (内１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式
─ 49.99 23.98 15.00 ―

(─) (─) (─) (─) (─)

Ａ種優先株式 Ａ種優先株式 Ａ種優先株式 Ａ種優先株式 Ａ種優先株式

17.14 145.86 92.00 92.00 ─
(─) (─) (─) (─) (─)

 １株当たり当期純利益
 又は当期純損失(△)

(円) 308.14 159.69 122.62 13.76 △96.71

 潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

 自己資本比率 (％) 15.85 18.15 18.88 19.01 18.02

 自己資本利益率 (％) 19.33 12.58 10.10 5.04 △1.28

 株価収益率 (倍) ─ ─ ─ ─ ─

 配当性向 (％) ─ 31.30 19.56 109.01 ─

 従業員数
 (外 平均臨時雇用者数)

(名)
2,019
※

2,082
※

2,073
※

2,173
※

2,196
※
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(注) １　提出会社は、平成18年４月１日を合併期日として、旧株式会社ハーバーホールディングスアルファを存続会社

とし、旧株式会社ワールドを解散会社とする吸収合併方式により合併いたしました。

尚、合併に伴い、旧株式会社ハーバーホールディングスアルファは、商号を株式会社ワールドに変更しており

ます。

また、決算期に関しては、旧株式会社ワールドの決算期を用いるため、平成18年４月１日から平成19年３月31

日までを第49期、平成19年４月１日から平成20年３月31日までを第50期、平成20年４月１日から平成21年３月

31日までを第51期、平成21年４月１日から平成22年３月31日までを第52期、平成22年４月１日から平成23年３

月31日までを第53期としております。

２　売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ)は含まれておりません。

３　第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

４　第50期、第51期及び第52期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

５　第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

６　株価収益率に関しては、未公開企業でありますので該当事項はありません。

７　第50期より、株式会社Ｔキューブ、千本松染色工業株式会社、株式会社サンピエ、世界時興（上海）貿易有限公

司及び他１社を、新規設立により連結の範囲に含めております。

８　第50期より、株式会社フジイテックスを、新規設立により持分法の適用範囲に含めております。

９　第51期より、株式会社グローバルガーメントサービス及び世界日一（上海）企業管理諮詢有限公司を、新規設

立により、上海欣原紅染紗有限公司及び他１社を、株式の取得により連結の範囲に含めております。

10　第51期より、株式会社フジイテックスを、解散のため持分法の適用範囲から除外しておりますが、損益計算書の

み持分法を適用しております。

11　第52期より、株式会社ホールファクトリー及び上海倍愛時装有限公司を重要性が増したことにより、株式会社

リドーを、株式の取得により連結の範囲に含めております。

12　第52期より、株式会社サンピエを、解散のため連結の範囲から除外しておりますが、損益計算書のみ連結してお

ります。

13　第52期より、株式会社ワールドインダストリー及び株式会社ワールドインダストリー福島は、株式会社ワール

ドインダストリーファブリック、株式会社ワールドインダストリーニット及び株式会社インダストリー松本

に分割再編し、その後清算結了により連結の範囲から除外しておりますが、損益計算書のみ連結しておりま

す。

14　第53期より、株式会社フレンチブルーを株式の追加取得により、連結の範囲に含めております。

15　第53期より、株式会社Ｔキューブを、清算結了により連結の範囲から除外しておりますが、損益計算書のみ連結

しております。

16　第53期より、寧波保羅哈博服飾有限公司を、出資持分を譲渡したことにより持分法の適用範囲から除外してお

りますが、持分法適用除外までの損益は、持分法投資損益として取り込んでおります。

※　パート社員等は従業員数の10％未満であるため記載を省略しております。
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２ 【沿革】

提出会社は、平成18年４月１日を合併期日として、旧株式会社ハーバーホールディングスアルファを存続

会社とし、旧株式会社ワールドを解散会社とする吸収合併方式により合併いたしました。 

　尚、合併に伴い、旧株式会社ハーバーホールディングスアルファは、商号を株式会社ワールドに変更してお

ります。

合併前については、旧株式会社ワールドの沿革を記載しております。

株式会社ワールドは、昭和34年１月、婦人服衣料の卸販売業を目的として神戸にて設立されました。

設立以来の主な変遷は次のとおりであります。

年月 摘要

昭和34年１月 資本金200万円にて神戸市生田区(現中央区)に株式会社ワールドを設立。

昭和40年２月 東京都台東区に東京店を開設。

昭和43年10月 神戸市生田区(現中央区)八幡通に神戸本社ビルを竣工。

昭和49年３月 この頃より子供服分野へ展開。

昭和50年２月 株式会社リザを設立し、小売分野へ展開。

昭和52年８月 CI(企業イメージの統一とデザインシステム)を導入。

現社章を始め現ロゴタイプ、企業カラーを採用。

昭和53年１月 この頃より縫製分野へ展開。

昭和53年５月 この頃よりメンズ分野及びスポーツウェア分野へ展開。

昭和54年12月 株式会社ワールドファッション エス・イー・を設立し、販売員教育分野へ展開。

昭和55年８月 株式会社ワールドテキスタイルを設立し、繊維商社分野へ展開。

昭和55年11月 株式会社ワールドインダストリーを設立し、縫製分野の一層の拡充を図る。

昭和56年４月 株式会社ノーブルグーを設立し、百貨店市場へ展開。

昭和59年３月 神戸市中央区港島中町(ポートアイランド)に新社屋を竣工し、本社を移転。

昭和59年８月 株式会社ルモンデグルメを設立し、飲食分野へ展開。

昭和62年７月 上海に合弁会社上海世界時装有限公司を設立。

昭和63年５月 台北に現地法人台湾和亜留土股?有限公司を設立。

平成元年２月 上海にニット生産の合弁会社上海世界針織有限公司を設立。

平成２年４月 株式額面変更のため、４月１日を合併期日として形式上の存続会社である株式会社ワールドに吸

収合併される。

平成４年２月 中期経営ビジョン「SPARCS(スパークス)」構想を発表。

平成５年11月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

平成５年12月 上海世界時装有限公司と上海世界針織有限公司は合併し、上海世界連合服装有限公司を設立。

平成10年12月 東京証券取引所市場第二部に上場。

平成11年４月 株式会社ノーブルグーは、株式会社リザ、株式会社ワールドファッションエス・イー・と合併し、

名称を株式会社ワールドファッションリンクと変更し、販売代行分野を強化。

平成11年９月 東京証券取引所及び大阪証券取引所の市場第一部銘柄に指定。

平成12年４月 株式会社ワールドテキスタイルを吸収合併し、仕入・生産機能の再編成を行う。

平成12年10月 株式会社ワールドファッションリンクに株式会社ストアオペレーションを吸収合併し、名称を株

式会社ワールドストアパートナーズと変更し、販売機能の再編成を行う。

平成13年６月 韓国に販売子会社World Korea Co.,Ltd.を設立。

平成14年２月 株式会社ミニマムを吸収合併し、ヤングブランドの未開発ゾーンを強化。

平成14年４月 株式会社コキュ及び株式会社コキュデップを吸収合併し、雑貨分野を強化。

平成14年５月 香港に東南アジアを統括するアジア・パシフィックヘッドクォーター(WORLD HKG CO.,LTD.)を設

置。

平成14年８月 北京に世界時装(中国)有限公司を設立。

平成16年４月 株式会社イッツデモを設立。ファッションと利便性を提案する業態の拡充を図る。

平成17年４月 繊維専門商社株式会社プライムキャストをグループ会社に迎え、生産系改革を強化。

平成17年９月 「one's」を展開する株式会社ジェイテックスをグループ会社に迎え、ホームファッション事業に

参入。

ニット製品の企画製造を行う株式会社ワールドインダストリー福島をグループ会社に迎え、生産

系改革を強化。

平成17年11月 長期的、持続的な企業価値の最大化を図るため、MBOによる株式の公開買付けを行い、上場を廃止。

平成18年４月 株式会社ハーバーホールディングスアルファと合併し解散。尚、株式会社ハーバーホールディング

スアルファは、同日付で商号を株式会社ワールドに変更。
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年月 摘要

平成18年５月 ジャージ素材メーカーの株式会社ワールドジャージサプライをグループ会社に迎え生産系改革を

強化。

平成19年４月 中国における生産機能会社として、世界時興（上海）貿易有限公司を設立。

平成20年３月 繊維全般の染色及び加工を行う千本松染色工業株式会社をグループ会社に迎え、生産系改革を強

化。

平成21年１月 １月13日に創業50周年を迎える。

平成22年１月 国内の生産系子会社を商品のカテゴリー毎に、株式会社ワールドインダストリーファブリック、株

式会社ワールドインダストリーニット及び株式会社インダストリー松本に再編し、効率的でより

ロスの少ない生産体制の構築を推進。

　
(注) １　平成２年４月時点での形式上の存続会社の設立年月日は昭和24年４月20日でありますが、これは株式額面変更

を目的とする合併のためであり、当時事実上の存続会社であった旧株式会社ワールドの設立年月日は昭和34

年１月13日であります。

　２　株式会社ハーバーホールディングスアルファの設立年月日は昭和60年４月１日であります。

　３　平成19年４月１日付で、ＷＰ２
※
構想の中核を担う株式会社プライムキャストを株式会社ワールドプロダク

ションパートナーズ（略称／ＷＰ２社）に商号変更しております。

※　ＷＰ２（ワールドプロダクションパートナーズ）

販売と生産における機会ロスと在庫ロスの削減を目的に、素材開発・生産から店頭への物流まで商品に関

わるすべての流れを、店頭の動きと同期化する体制を構築するため、当社と一体的なネットワークを構築す

るパートナー集団。

　４　平成20年４月１日付で、「one's」を展開する株式会社ジェイテックスを株式会社ワールドリビングスタイルに

商号変更しております。

　５　平成22年１月18日付で、株式会社ワールドインダストリー及び株式会社ワールドインダストリー福島は、株式会

社ワールドインダストリーファブリック、株式会社ワールドインダストリーニット及び株式会社インダスト

リー松本に分割再編し、平成22年３月31日をもって清算結了しております。

　６　平成23年５月21日付で、株式会社インダストリー松本を株式会社ワールドインダストリー松本に、千本松染色工

業株式会社を株式会社ワールドインダストリー富山に商号変更しております。
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３ 【事業の内容】

　

当社グループは、提出会社（株式会社ワールド、以下当社という）、親会社及び子会社29社より構成され

ており、婦人、紳士及び子供衣料品並びに服飾装身具の縫製加工業とその商品の卸売業及び小売業を営んで

おります。

当社は、婦人衣料品等の商品企画を行い、その商品企画に基づいて製造された商品を当社子会社である株

式会社ワールドインダストリーファブリック、株式会社ワールドインダストリーニット、株式会社インダス

トリー松本等及び協力縫製メーカーより株式会社ワールドプロダクションパートナーズを通じて仕入れて

おり、商品の大部分を、専門店並びに当社の直営店舗及び百貨店を通じて、主に国内市場で販売しておりま

す。また、株式会社ワールドストアパートナーズは、当社の直営店舗及び百貨店のインショップ型店舗にお

いて販売代行業務を行っております。

他に株式会社イッツデモ等国内子会社は、独立して衣料品等の企画及び販売を行っており、株式会社ワー

ルドビジネスサポート等の国内子会社は、当社及び当社グループに対して事務処理の代行や当社の企業経

営教育・大型店舗併設レストランの運営の代行業務を行っております。

海外の子会社は、当社及び株式会社ワールドプロダクションパートナーズ、世界時興（上海）貿易有限公

司を通じて、主にグループに商品・原材料の供給を行うとともに、海外で企画、製造された商品を海外市場

で販売しております。

　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであり、以上の概要を図示すると次のとおりでありま

す。
　

EDINET提出書類

株式会社ワールド(E02767)

有価証券報告書

  6/112



　
４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有

〔被所有〕
割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金
援助

営業上の取引 設備の賃貸借当社
役員
(名)

当社
従業員
(名)

（親会社） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

㈱ハーバー
ホールディングス
　　　　　ベータ

兵 庫 県

神 戸 市
26株式の所有 〔100.0〕8 ─ ─ ─ ─

（連結子会社） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

㈱ワールド
インダストリー
ファブリック

宮 崎 県
都 城 市

90衣料品の製造 100.0 3 2貸付金
当社商品の
購入先

土地建物等
の賃貸

㈱ワールド
インダストリー
ニット

兵 庫 県
洲 本 市

41衣料品の製造 100.0 3 1貸付金
当社商品の
購入先

土地建物等
の賃貸

㈱インダストリー松本
　　　　　　　(注)２

長 野 県
松 本 市

35衣料品の製造 100.0 3 2貸付金
当社商品の
購入先

土地建物等
の賃貸

㈱ワールド
ジャージサプライ

兵 庫 県
神 戸 市

30
ジャージ素材の
製造

100.0 3 3貸付金
当社商品の
購入先

建物の賃貸

本多染色工業㈱
長 野 県
岡 谷 市

90
ニット糸の染色
加工及び販売

60.0 3 1貸付金
当社原料の
染色加工先

─

千本松染色工業㈱
　　　　　　　(注)２

富 山 県
小矢部市

100
糸及び成型品の
染色・加工・販売

100.0 3 2貸付金
当社原料の
染色加工先

建物の賃貸

㈱ワールド
プロダクション
パートナーズ

兵 庫 県
神 戸 市

20
衣料品・服飾雑貨
の生産管理及び
貿易業務

100.0 6 3 ─
当社商品の
購入先

建物の賃貸

㈱グローバル
ガーメント
サービス　　　(注)３

兵 庫 県
神 戸 市

10
衣料品の製造企画
及び生産管理

100.0
(100.0)

1 2貸付金
当社商品の
購入先

─

㈱ホールファクトリー
新 潟 県
南魚沼市

100
衣料品の製造
及び販売

99.5 3 2 ─
当社商品の
購入先

土地建物等
の賃貸

㈱リドー
石 川 県
金 沢 市

10衣料品の製造 95.0 3 2貸付金
当社商品の
購入先

建物の賃貸

㈱フレンチブルー
　　　　　　　(注)４

鹿児島県
出 水 市

28衣料品の製造 100.0 3 1 ―
当社商品の
購入先

―

㈱ワールド
ストアパートナーズ

東 京 都
港　　区

30
婦人及び
紳士衣料品等の
販売代行

100.0 6 ─ ─
当社商品の
販売業務
委託先

建物の賃貸

㈱ワールド
ビジネスサポート

兵 庫 県
神 戸 市

10
企業の各種
事務処理業務の
代行

100.0 3 2 ─
当社の
事務処理業務
の委託先

建物の賃貸

㈱ワールド・
ビジネス・ブレイン

東 京 都
港　　区

100

企業経営に関する
教育及び店舗経営
・運営に関するコ
ンサルティング

100.0 4 2 ─

当社役員・
一般従業員の
企業経営教育
業務委託先

建物の賃貸

㈱イッツデモ
東 京 都
港　　区

50
衣料品及び生活
雑貨の企画・販売

100.0 5 2貸付金

事業開発の
企画・商品開
発・店舗運営
等の委託先
当社商品の
購入先

建物の賃貸

㈱ワールド
リビングスタイル

東 京 都
目 黒 区

90
ホームファッショ
ン商品の企画・
販売

100.0 4 2貸付金
当社商品の
購入先及び供
給先

─

㈱ルモンデグルメ
東 京 都
港　　区

90レストランの経営 100.0 3 1 ─

大型店舗併設
レストランの
運営業務
委託先

建物の賃貸

㈱バリュー
インフィニティ

東 京 都
港　  区

10
通信販売業務の
アウトソーシング

100.0 4 ─ 貸付金
通信販売業務
の委託先

─

㈱アールアン
　　　　　　　(注)３

東 京 都
港　　区

175通信販売業
100.0
(100.0)

3 ─ 貸付金
通信販売業務
の委託先

建物の賃貸

世界時装(中国)
有限公司

中華人民共和国
北京市

千人民元
96,194

衣料品の企画、
生産及び販売

100.0 2 2 ─ 商標権の使用 ─

台湾和亜留土
股?有限公司

中華民国台湾省
台北市

千ニュー台湾

ドル

207,000
衣料品の販売 100.0 2 3 ─ 商標権の使用 ─
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有

〔被所有〕
割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金
援助

営業上の取引 設備の賃貸借当社
役員
(名)

当社
従業員
(名)

WORLD HKG CO.,LTD．
中華人民共和国
香港特別行政区

千香港ドル
109,700

衣料品の企画、
生産及び販売

100.0 2 1貸付金 商標権の使用 ─

World Korea Co.,Ltd.
大韓民国
ソウル市

千ウォン
11,950,330

衣料品の販売 100.0 2 2 ─ 商標権の使用 ─

上海世界連合
服装有限公司

中華人民共和国
上海市

千人民元
28,668

衣料品の製造及び
製造企画

100.0 3 2 ─
当社商品の
購入先

─

世界時興(上海)
貿易有限公司

中華人民共和国
上海市

千人民元
23,142

衣料品・服飾雑貨
の生産管理及び貿
易業務

100.0 3 5 ─
当社商品の
購入先

─

世界日一（上海）
企業管理諮?
有限公司

中華人民共和国
上海市

千人民元
6,783

検品及び物流機能
の運営・管理

75.0 3 3 ─

検品及び物流
機能の運営・
管理業務の委
託先

─

上海欣原紅
染紗有限公司

中華人民共和国
上海市

千人民元
37,979

糸及び成型品の
染色・加工・販売

90.0 3 2 ─
当社原料の染
色加工先

─

上海倍愛時装有限公司
中華人民共和国
上海市

千人民元
13,504

衣料品の製造
及び製造企画

100.0 3 3 ─
当社商品の
購入先

─

(注) １　連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割合が10％を超えている会社はありませ

ん。

　　 ２　平成23年５月21日付で、株式会社インダストリー松本を株式会社ワールドインダストリー松本に、千本松染色工

業株式会社を株式会社ワールドインダストリー富山に商号変更しております。

　　 ３　議決権の所有〔被所有〕割合欄の（内書）は、間接所有であります。

　　 ４　当連結会計年度において、新たに連結子会社となった会社であります。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年３月31日現在

区分 従業員数（名）

　全社（共通） 17,105

合計 17,105

(注) １　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントである為、従業員数は全社共通としております。

２　従業員数は、就業人員であります。

　　パート社員等は従業員の10％未満であるため記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況
平成23年３月31日現在

従業員数(名)
全社（共通）

平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

2,196 42.1 15.2 6,686,345

(注) １　当社は、衣料品販売事業の単一セグメントである為、従業員数は全社共通としております。

２　従業員数は就業人員であります。

　　パート社員等は従業員数の10％未満であるため記載を省略しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、株式会社ワールドにおいてワールド労働組合(組合員数1,300名)、株式会社インダ

ストリー松本においてワールドインダストリー松本研究所労働組合(組合員数48名)が組織されており、

それぞれゼンセン同盟に加盟しております。また、世界時装(中国)有限公司において世界時装(中国)有限

公司工会(組合員数182名)が組織されており、北京市東城区東花街道総工会に加盟しております(組合員

数は平成23年３月31日現在)。

　尚、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績に改善傾向が見えはじめたものの、雇用環境や所得水

準は依然として厳しく、欧米経済や新興国の動向を受けて急激に変化する経済状況、円高や長引くデフレ

等により、景気の先行きは不透明な状態が続きました。

当アパレル業界におきましては、価格志向から価値を重視した消費へと変化の兆しが見られたものの、

消費者の生活防衛意識は依然として高く、昨春４月の寒波や９月の猛暑といった異常気象、また、今年３

月11日に発生しました東日本大震災の影響により、経済活動が停滞する等厳しい状況が続きました。

　
このような経営環境の中、当社グループでは、理想的なコーポレートデザインとして掲げる「スパーク

ス(ＳＰＡＲＣＳ)連結三極経営」のもと、店頭を起点とした小売型ＳＰＡを推進するとともに、生産系の

仕組みであるＷＰ２と連動することで、変化の激しいマーケットや顧客ニーズに応じてより一層対応力を

高めて、事業推進に取り組んでまいりました。

　
小売事業におきましては、全般的にマーケット環境が厳しい中、引き続きお客様の声を全ての活動の起

点として、愚直な改善活動に取り組みました。

　
百貨店ＳＰＡ業態では、より価値に軸足をおいた商品提案を行うことで、「アンタイトル」「タケオキ

クチ」といった主力ブランドやニューミセス向けブランドを中心に堅調に推移しました。また、全国の主

要百貨店において、当社の強みであるニット商品の横断キャンペーンを開催することで、さらなる購買喚

起にもつなげる等、商品の価値向上に注力いたしました。

路面店や情報発信基地であるファッションビル、駅ビルに向けてトレンド発信型のセレクトショップ

を展開する高感度型バイイングＳＰＡ業態では、平成７年より展開するレディス向けセレクトショップ

の草分け的存在ともいえる「アクアガール」のブランド資産を活かし、幅広いチャネルに向けた新しい

セレクトショップ「アクアガール オンザストリート」「ＡＧ バイ アクアガール」の開発や初のオリ

ジナル化粧品ブランド「アクアガール コスメティクス」の展開を始めました。

ファッションビルや駅ビル、ショッピングセンターチャネルに向けてバラエティ豊かな品揃えで幅広

い顧客層に対応しているバイイングコモディティ業態やファッション性のある商材をリーズナブルな価

格で展開しているファッションコモディティ業態では、主力ブランドに成長した「グローブ」が引き続

き堅調に推移したほか、メンズとレディスのカジュアルウエアを展開する「ソウル オブ フリーダ

ム！」も順調に推移いたしました。また、ジュニア向けの「ピンクラテ」では、出店の要望が高く、平成18

年のブランド開発以降、成長性を維持しています。

　
「オペーク」「フラクサス」「シューラルー」を中心にチャネルや世代に応じてファッションライフ

スタイルストアを展開するストア業態では、様々なブランドや商材を社内外から集めて自主編集し、常に

ターゲット世代にあったライフスタイルをトータルに提案することで、変化の激しい顧客のニーズに的

確に対応いたしました。

　
卸事業におきましては、展示会受注方式によるビジネスモデルとアパレル特化型のＢtoＢマーケット

プレイス「バイヤーズクラブ」によって、ネット卸ビジネスにも注力し、専門店の多様化するニーズに対

応した提案を積極的に推進していますが、専門店を取り巻くマーケット環境は依然として厳しい状況が

続きました。

　
海外事業におきましては、国内事業との連携を高め、中国、台湾、香港、韓国のそれぞれの地域において

販売事業に注力しており、各マーケットの動向に合わせた事業展開に取り組むことで、堅調に推移しまし

た。
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生産事業におきましては、日本国内における繊維産業の生産基盤縮小及び消失リスクに対応し、引き続

き、生産本部を軸に全体最適の視点で全てのブランドの仕入並びに生産を一元的にコントロールする体

制のもと、グループ全体でより一層価値の高まる生産体制の構築を推進しました。　

 

  尚、当連結会計年度は東日本大震災の影響による特別損失を10億70百万円計上しております。　

　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,055億41百万円(前年同期比2.7％減)、営業利益89億17百

万円(前年同期比20.7％減)、経常利益65億42百万円（前年同期比15.9％減）、当期純利益１億54百万円

(前年同期比93.4％減)となりました。

　

　セグメントの業績については、当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

　
　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、154億10百万円の収入（前年同期比20億25百

万円 収入減）となりました。これは主に、前年同期に比べ法人税等の支払額は減少したものの、営業利益

が減少したこと等によるものであります。　

　投資活動によるキャッシュ・フローは、11億88百万円の収入（前年同期比51億97百万円 支出減）とな

りました。これは主に、前年同期に比べ有形固定資産の取得による支出が減少したこと、差入保証金の回

収による収入が増加したこと等によるものであります。　

　財務活動によるキャッシュ・フローは、86億90百万円の支出（前年同期比95億80百万円 支出減）とな

りました。これは主に、前年同期に比べ借入による収入が増加したこと等によるものであります。

この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末より77億88百万円増加し

て、237億38百万円となりました。　
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであり、当連結会計年度における生産実績は次のと

おりであります。

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

婦人服 10,580 △0.1

紳士服 227 ＋667.3

合計 10,807 ＋1.8

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであり、当連結会計年度における仕入実績は次のと

おりであります。

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

婦人服 69,696 ＋5.9

紳士服 12,165 ＋1.7

子供服 5,677 ＋22.7

服飾装身具 30,622 ＋0.9

その他 3,062 ＋29.4

合計 121,221 ＋5.3

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであり、当連結会計年度における販売実績は次のと

おりであります。

①　品目別売上状況

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

婦人服 185,465 △1.1

紳士服 31,735 △4.1

子供服 13,049 ＋7.0

服飾装身具 67,653 △9.1

その他 7,639 ＋9.7

合計 305,541 △2.7

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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②　ブランド別売上状況

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

アンタイトル 24,158 △3.6

ハッシュアッシュ 18,882 △4.3

インディヴィ 16,394 △10.6

インデックス 14,671 △8.8

グローブ 13,746 ＋5.2

タケオキクチ 13,213 △1.4

THE SHOP TK ミクスパイス 13,046 △4.6

サンカンシオン 9,920 △2.6

ジ・エンポリアム 9,222 △4.5

リフレクト 7,457 △4.5

その他 164,833 △1.4

合計 305,541 △2.7

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(参考)

当社グループの主な販売形態である直営店の地域別売上は以下のとおりであります。

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 構成比(％) 期末店舗数(店)

東京都 52,240 △7.3 19.6 498

大阪府 28,421 △3.7 10.7 285

神奈川県 22,371 △1.0 8.4 258

愛知県 17,793 △2.3 6.7 187

兵庫県 14,922 △0.7 5.6 151

千葉県 13,195 △5.6 5.0 164

埼玉県 12,013 ＋0.4 4.5 156

福岡県 10,334 ＋0.2 3.9 120

北海道 7,559 △4.6 2.8 92

京都府 7,488 △0.1 2.8 79

広島県 6,828 △2.7 2.6 85

静岡県 5,985 ＋0.7 2.2 69

宮城県 5,061 △3.7 1.9 59

その他 62,151 ＋2.2 23.3 954

合計 266,362 △2.2 100.0 3,157

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　直営店とは、販売員、商品、店舗設備、保証金、敷金等を自己支出により投資している店舗であります。(百貨店等

の売上仕入契約を締結している店舗を含んでおります。)

　
尚、「受注状況」につきましては、該当事項はありません。
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３ 【対処すべき課題】

消費者のライフスタイルの変化やニーズの多様化に加え、気象状況や季節要因等の影響を受けやすい

ファッションビジネスにおいては、顧客の消費行動、マーケットやチャネルの変化を把握し、更にコンペ

ティターの動向も認識しながら、絶えず価値を提供し続ける企業グループであることが求められます。

　そのため、それぞれの業務において価値を測るものさしを明確にし、「仮説・実行・検証・修正」のマネ

ジメントサイクルを組み込むことで、商品・店舗・サービスにおいて更なる価値の向上に努め、顧客に継続

的、持続的に価値を提供してまいります。

　当社グループの経営ミッションは、「ファッションビジネスにおいて、顧客満足の最大化を実現できる持

続可能な産業モデルの構築」であり、理想の産業生態系の構築に向けて、「長期的・持続的な企業価値の最

大化」を実現していきたいと考えています。そのためにも、新規事業と既存事業との投資バランスを図り、

業態及びブランド開発の方向性、店舗開発の精度を更に向上させ、永続的に企業として成長していきたいと

考えております。

　また、当社では企業の社会的責任(ＣＳＲ)の重要性を強く認識しており、今後も透明で誠実な企業経営を

推進し、コーポレート・ガバナンスの維持、及びコンプライアンス体制の充実を図ってまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業に影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものがあります。記載内容の

うち将来に関する事項は、平成23年６月24日現在において当社グループが判断したものであります。

尚、当社グループは、これらのリスクに関する網羅的な評価を実施し、発生の可能性及び影響度をできる

限り認識し、発生の未然防止を図るとともに、発生した場合の早期解決及び構造的課題への対策に努める所

存であります。

　

(1) 消費者の嗜好の変化等に伴うリスク

当社グループでは、「スパークス（ＳＰＡＲＣＳ）モデル」の構築及び推進により、急速に進化する消

費者ニーズにスピーディーに対応すべく日々取組みを行っております。しかし、当社グループが取扱う衣

料品・雑貨を中心としたファッション事業は、景気の変動による個人消費の低迷や他社との競合に伴う

市場の変化といった要因に加えて、ファッショントレンドの移り変わりによる消費者嗜好の変化による

影響を受けやすく、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(2) 新規事業に伴うリスク

当社グループでは、長期的・持続的な企業価値の向上を目指すために、常に消費者ニーズの動向やマー

ケット・チャネルの変化を的確に捉えるべく、新たな価値を生み出すための業態開発やブランド開発に

積極的に取組み続けております。新規事業を開発、推進して行く過程において事業投資を行なう際には、

十分な調査・研究を行なった上で最終的な判断を下すよう留意しておりますが、市場環境が急速に変化

する場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) 商品・生産に関するリスク

当社グループでは、事業の多様化に伴い、衣料品・雑貨以外の食品や化粧品、インテリアといった品目

にまで取扱いが広がっておりますが、衣料品・雑貨・食品等の品質管理に関する社内規程・基準を設け、

適切に対応しております。

　このように社内の管理体制を継続した強化により整えているにもかかわらず、自社又は仕入先等に起因

する事由により、商品の製造物責任に関わる事故が発生した場合は、企業・ブランドイメージの低下や多

額の損害賠償の請求等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループの取扱う商品・サービスの提供にあたっては、販売時や媒体掲載時の表示等につい

て不当景品類及び不当表示防止法等による法的な定めがあります。商品の仕入れにあたっては独占禁止

法、下請代金支払遅延等防止法等の規制により取引先との公正な取引が強く要請されています。

　当社グループでは、商品・生産に関するコンプライアンスの重要性について社員教育を徹底し、また、内

部統制の取組みを高めていく活動によりリスクの発生を未然に防止する対策を講じておりますが、巧妙

な違法行為や取引先等に起因する事由により、違反の効果的な防止が伴わない可能性もあり、これらの問

題が発生した場合には、当社グループの社会的信用度を低下させ、当社グループの活動が制限され、損害

賠償の責任を負うこと等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(4) 情報に関するリスク

当社グループは、直営店舗やＷＥＢによる通信販売における顧客、従業員等の個人情報及び経営戦略上

の優先施策、製品開発等に関する重要な機密情報を多数保有しております。

　これら個人情報及び機密情報の取扱いについては、情報管理者を選任し、データベースへのアクセス環

境、セキュリティシステム、紙情報の保管管理等の改善を常に図り、情報の利用・保管等に関する社内規

程・基準を設け、情報の取扱いに対する意識の向上を目的とした社員教育の徹底や、牽制システムの構築

等、情報管理体制を整えておりますが、コンピュータシステムの予期せぬトラブルによる情報流出や犯罪

行為による情報漏洩が発生する可能性があります。その場合、当社グループの社会的信用度を低下させ、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(5) 人材に関するリスク

当社グループでは、人材は企業の競争力の源泉であり、企業は個人の自己実現の「媒体」であるという

考えから、「人中心経営」の発展に日々努めています。人材価値の向上は非常に重要であり、継続して雇

用管理体制を整備しておりますが、突発的な交通事故等不可測の外的要因や自然災害に起因した労働災

害の発生、或いは予期せぬ雇用環境の急激な変化により、人材確保が困難となる事態が生じた場合は、当

社グループの人材価値及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(6) 取引先に関するリスク

当社グループでは、取引先の経営状況についての信用度を把握するための管理体制を整えております。

しかし、取引先の信用不安により、予期せぬ貸倒れリスクや商品調達リスクが顕在化する事や、出店先で

ある大型商業施設の予期せぬ経営破綻等により、債権回収に遅延が生じたり、追加的な損失や引当の計上

が必要となる場合があることから、当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。
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(7) 知的財産権に関するリスク

当社グループでは、特許権、商標権等の知的財産権を所有しており、法令の定め及び社内規程に則って

管理体制を整えております。このように社内体制を整えているにもかかわらず、第三者による当社グルー

プの権利に対する侵害等により、企業・ブランドイメージの低下や商品開発への悪影響等を招き、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(8) ハザードに関するリスク

当社グループが取扱うファッション商品は、気象状況によって売上に影響するケースがあるため、短サ

イクルの生産体制を整える等の対応をしております。しかし、異常気象や地球温暖化等の影響による天候

不順、台風や集中豪雨等の予測できない気象状況により、本来大きな売上を見込んでいた時期の業績が伸

び悩み、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、地震及び地震に起因する津波、電力不足等・風水害・火災、或いは落雷等不測の自然災害や新型イ

ンフルエンザ等の感染拡大、突発的な事故や火災により、事業の一部中断や取引先（仕入先等）に被害が

生じた場合、売上が減少する可能性があることから、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　
(9) 海外におけるリスク

当社グループは、中国を中心に台湾、韓国、香港等アジアマーケットでの販売事業と中国での生産管理

及び貿易業務を行っております。当社グループの海外売上高の連結売上高に占める割合は現時点では軽

微ですが、海外で販売・生産の両面を進める上において、現地における自然災害や伝染病、テロや戦争、政

変や経済情勢の悪化、為替レートの変動、現地従業員との雇用問題、地政学的問題等の社会情勢、知的財産

権訴訟、制度や法律の変更といったリスクが内在しております。その場合には、海外店舗の売上低迷が生

じたり、生産工場の操業が困難になる事により、日本国内への商品供給体制（仕入活動）に支障が出る等

の問題が発生する可能性があることから、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

　特記すべき重要な事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成23年６月24日)現在において当社グルー

プが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示しております。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績

①概要

当連結会計年度における業績に関する概要につきましては、１ 業績等の概要(1)業績に記載のとお

りであります。

②売上高

売上高は、４月の寒波や９月の猛暑といった異常気象、また、３月に発生しました東日本大震災の影

響により減少となり、3,055億41百万円となりました。

③売上総利益

売上総利益は、売上高の減少を受け、1,827億97百万円となりました。

④営業利益

販売費及び一般管理費は、店舗関連経費等の経費の抑制により、1,738億81百万円となり、結果、営業

利益は89億17百万円となりました。

⑤経常利益

(営業外収益)

営業外収益は、12億８百万円となりました。

(営業外費用)

営業外費用は、当社単独における支払利息・社債利息等により、35億83百万円となりました。

その結果、経常利益は、65億42百万円となりました。　

⑥税金等調整前当期純利益

(特別利益)

特別利益は、３億59百万円となりました。

(特別損失)

特別損失は、直営店舗の退店及び改装に係る固定資産除却損、当連結会計年度より適用となった資産

除去債務会計基準の適用に伴う影響額、東日本大震災により被災した店舗の商品及び店舗設備の修繕

費等により32億円となりました。

その結果、税金等調整前当期純利益は、37億１百万円となりました。

⑦法人税等

法人税等は、35億66百万円となりました。

⑧当期純利益

以上のようなことから、当期純利益は、１億54百万円となり、１株当たり当期純損失64円96銭となり

ました。
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(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社経営陣が承知している限り、経営者及び内部統制上重要な権限を有している従業員による不正行

為、法令・定款違反行為及び不当行為はありません。また、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反

取引、会社が行った無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処

分等について取締役の義務違反はありません。

　
(4) 中長期的な経営戦略

当社グループは、平成４年（1992年）、顧客価値と生産性の最大化を目的に、消費者を起点に小売りか

ら生産までを一気通貫させ、ロス・無駄を価値に変える「スパークス(ＳＰＡＲＣＳ) 
※
 構想」を発表い

たしました。ファッション産業においてこれまで分断されていたビジネスプロセスをつなぎ、在庫ロスと

機会ロスを最小化すると同時に、当社グループにおいてコアとなる生産系、開発系、マーチャンダイジン

グ系、店舗運営系のそれぞれの業務において再現性のある仕組みをプラットフォーム化することで競争

優位性を高め、進化する顧客ニーズにスピーディーに応えることを可能にする「スパークス(ＳＰＡＲＣ

Ｓ)モデル」の構築を目指してまいります。

また、常に消費者の嗜好、マーケットやチャネルの変化を見極めながら、新たな業態開発、ブランド開

発、店舗開発、商品開発を行うことで、永続的な成長を目指してまいります。

　
※ スパークス(SPARCS)　・・・Super(卓越した)、Production(生産)、Apparel (アパレル)、

Retail(小売)、Customer　Satisfaction(顧客満足) 

　
(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度における資本の財源及び資金の流動性につきましては、１　業績等の概要(2)キャッ

シュ・フローの状況に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

　

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度におきましては、販売力強化のため、直営店舗の新設及び改装、また、業容の充実のため、

ソフトウエアの開発等を行っております。

　その設備投資額は、無形固定資産、長期差入保証金、長期前払費用を含み総額10,368百万円（消費税等除

く）であります。

　尚、営業能力に重大な影響を与えるような設備の売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社及び連結子会社の当連結会計年度における主要な設備の状況は以下のとおりであります。

(1) 提出会社
　

事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

本社ビル
(神戸市中央区)

事務所 2,405 2
3,112
(6,934)

48 321 5,888951

北青山ビル
(東京都港区)(注)２

事務所 334 0
―
(―)

46 64 445 458

南青山ビル
(東京都港区)(注)２

事務所 3 ―
―
(―)

170 32 205 600

西麻布ビル
(東京都港区)

事務所 458 0
897
(901)

1 4 1,361 56

縫製子会社賃貸設備
(宮崎県都城市他)(注)３

縫製工場 725 6
1,769
(94,542)

94 0 2,594 ―

オペークギンザ
(東京都中央区)(注)２

直営店舗 281 ―
―
(―)

3 7 291 ―

その他直営店舗
(東京都渋谷区他1,674店舗)(注)４

直営店舗 6,870 ―
2,520
(1,224)
[6,988]

8,633 446 18,469―

　

上記の他、主要な賃借及びリース設備は以下のとおりであります。

事業所名
(所在地)

設備の
内容

年間リース料
(百万円)

直営店舗
(東京都渋谷区他)

直営店設備・前売機器等 4,194
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(2) 国内子会社

主要な設備はありません。

　

(3) 在外子会社

主要な設備はありません。

　

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、器具備品及び建設仮勘定であります。

　　尚、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　建物を賃借しております。

３　連結子会社である株式会社ワールドインダストリーニット、株式会社ワールドインダストリーファブリック、

株式会社インダストリー松本、及び株式会社ホールファクトリーに貸与しております。

４　土地及び建物を賃借しております。尚、賃借している土地の面積については、〔　〕で外書きしております。

５　現在休止中の重要な設備はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社及び連結子会社の設備投資につきましては、販売計画、需要予測、投資収益率等を総合的に勘案し

て計画しております。設備投資は原則として当社及び連結子会社が個別に策定しておりますが、当社及び

連結子会社の全体最適となるよう、当社を中心に調整を図っております。

　尚、経常的な店舗設備の新設を除き、重要な設備の新設はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

当社及び連結子会社の設備の除却等につきましては、主に直営店舗及び百貨店のインショップ型店舗

における改装・退店に関わるものであり、当該除却による営業能力への重大な影響はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 62,500,000

Ａ種優先株式 17,500,000

計 80,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末
現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,20020,000,200非上場

・株主としての権利内容に
　制限のない、標準となる
　株式
・単元株制度を採用して
　おりません。

Ａ種優先株式 15,225,00015,225,000非上場
・単元株制度を採用して
　おりません。
(注)

計 35,225,20035,225,200― ―

(注)　Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

(譲渡制限)

Ａ種優先株式を譲渡により取得することについては、当社の取締役会による承認を要する。

(Ａ種優先配当金)

１　当社は、剰余金の配当を行うときは、当該配当にかかる基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種

優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種

優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式

の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき第２項に定め

る額の剰余金（以下「Ａ種優先配当金」という。）を配当する。ただし、当該配当にかかる基準日を含む事業

年度に属する日を基準日として、Ａ種優先配当金の全部又は一部の配当（第３項に定める累積未払Ａ種優先

配当金の配当を除く。）がすでに行われているときは、かかる配当の累積額を控除した額とする。

２　Ａ種優先配当金の額は、１株につき、92円とする。ただし、①平成19年３月31日に終了する事業年度に属する

日を基準日とする第１回Ａ種優先配当金の額は、１株につき、60円、②平成20年３月31日に終了する事業年度

に属する日を基準日とするＡ種優先配当金の額は、１株につき、103円、③平成27年３月31日に終了する事業年

度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金の額は、１株につき、152円、④平成28年以降の毎年３月31日に終

了する事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金の額は、１株につき、207円とする。

３　ある事業年度（ただし、平成18年３月31日以前に終了する事業年度を含まない。）に属する日を基準日とし

て、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う１株あたり剰余金の配当（以下に定める累積

未払Ａ種優先配当金の配当を除く。）の額の合計額が当該事業年度にかかるＡ種優先配当金の額に達しない

ときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「累積未払Ａ種優先配当金」とい

う。）については、Ａ種優先配当金及び普通株主若しくは普通登録株式質権者に対する配当金に先立って、こ

れをＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う。

４　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金を配当しない。
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(残余財産の分配)

１　当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登

録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株あたりの残余財産分配価額として、定款第11条の６に定める

基準価額を支払う。尚、残余財産の分配の場合は、定款第11条の６に定める基準価額の計算における「取得

日」を「残余財産の分配が行われる日」と読み替えて、基準価額を計算する。

２　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、第１項に定めるほか残余財産の分配を行わない。

(議決権)

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

(株式の併合又は分割、募集株式の割当て等)

１　当社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。

２　当社は、Ａ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与

えず、また、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

(金銭を対価とする取得請求権)

１　Ａ種優先株主は、当社に対し、平成19年９月21日以降、いつでもＡ種優先株式の全部又は一部の取得を請求す

ることができる。当社は、この請求がなされた場合には、次に定めるところにより、当該請求の効力が生ずる日

における会社法第461条第２項所定の分配可能額を限度として、法令上可能な範囲で、当該効力が生ずる日に、

Ａ種優先株式の全部又は一部の取得を行うものとする（以下当該取得を行う日を「取得日」という。）。ただ

し、分配可能額を超えてＡ種優先株主から取得請求があった場合、取得すべきＡ種優先株式は取得請求される

株数に応じた比例按分の方法により決定する。

２　Ａ種優先株式１株あたりの取得価額（以下「基準価額」という。）は、次の各号に定めるところに従って計

算される。

(1)　平成19年９月21日(以下「第１計算基準日」という。)以降平成26年９月21日(同日が営業日でないときは、

その翌営業日。以下「平成26年計算基準日」という。）までの日(同日を含む。)が取得日である場合におけ

るＡ種優先株式１株あたりの取得価額は、次の算式に従って計算される。尚、以下、「営業日」とは、銀行法

（昭和56年法律第59号、その後の改正を含む。）に従い日本において銀行の休日として定められた日以外

の日をいう。

(基本取得価額算式)

　基本取得価額＝2,415×(１＋0.04)
m
×(１＋0.04)

n

基本取得価額算式における「m」は、(a)第１計算基準日からその１年後の応当日の前日までの日が取得

日である場合には零とし、また、(b)その後の日が取得日である場合には、第１計算基準日から直前応当

日までの経過年数（正の整数）とする。「直前応当日」とは、毎年の第１計算基準日に応当する日（以

下本号において「計算基準日応当日」という。）のうち、取得日の直前の計算基準日応当日をいう（取

得日が計算基準日応当日と同じ日である場合には、取得日を直前応当日とする。）。

基本取得価額算式における「n」は、「残余日数」（以下に定義する。）を365で除した数とする（小数

第４位まで算出し、その小数第４位を切り捨てる。）。

「残余日数」とは、上記(a)の場合には第１計算基準日の翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含

む。）までの実日数とし、また、上記(b)の場合には直前応当日の翌日（同日を含む。）から取得日（同日

を含む。）までの実日数とする。

ただし、取得日（同日を含む。）までの間にＡ種優先配当金（累積未払Ａ種優先配当金を含む。以下本条

において同じ。）が支払われた場合（本号において、当該取得日までの間に支払済みのＡ種優先配当金

を「支払済Ａ種優先配当金」という。）には、Ａ種優先株式１株あたりの取得価額は、次の算式に従って

計算される価額を基本取得価額から控除して調整される。Ａ種優先配当金が複数回にわたって支払われ

た場合には、支払済Ａ種優先配当金のそれぞれにつき、控除価額を計算し、控除する。

(控除価額算式)

　控除価額＝〔支払済Ａ種優先配当金〕×(１＋0.04)
x
×(１＋0.04)

y

控除価額算式における「x」は、(a)支払済Ａ種優先配当金を支払った日の直後に到来する計算基準日応

当日（支払済Ａ種優先配当金を支払った日が計算基準日応当日である場合には当該計算基準日応当日

をいう。）の翌年の計算基準日応当日の前日までの日が取得日である場合には零とし、また、(b)その後

の日が取得日である場合には、支払済Ａ種優先配当金を支払った日の直後に到来する計算基準日応当日

（支払済Ａ種優先配当金を支払った日が計算基準日応当日である場合には当該計算基準日応当日をい

う。）から直前応当日までの経過年数（正の整数）とする。直前応当日は、基本取得価額算式における直

前応当日と同じとする。

控除価額算式における「y」は、「残余日数」（以下に定義する。）を365で除した数とする（小数第４

位まで算出し、その小数第４位を切り捨てる。）。

「残余日数」とは、上記(a)の場合には支払済Ａ種優先配当金を支払った日の直後に到来する計算基準

日応当日（支払済Ａ種優先配当金を支払った日が計算基準日応当日である場合には当該計算基準日応

当日をいう。）の翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの実日数（ただし、当該計算基

準日応当日以前の日が取得日である場合には零とする。）とし、また、上記(b)の場合には直前応当日の

翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの実日数とする。
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(2)　平成26年計算基準日の翌日以降平成28年２月21日（同日が営業日でないときは、その翌営業日。以下「第

２計算基準日」という。）までの日（同日を含む。）が取得日である場合におけるＡ種優先株式１株あた

りの取得価額は、次の算式に従って計算される。

(平成26年基本取得価額算式)

平成26年基本取得価額＝平成26年計算基準日取得価額×（1＋0.09）
p
×(1＋0.09) 

q

「平成26年計算基準日取得価額」とは、平成26年計算基準日を取得日とした場合に前号に従って算定さ

れる取得価額をいう。

平成26年基本取得価額算式における「p」は、(a)平成26年計算基準日からその１年後の応当日の前日ま

での日が取得日である場合には零とし、また、(b)その後の日が取得日である場合には、平成26年計算基

準日から直前応当日までの経過年数（正の整数）とする。「直前応当日」とは、毎年の平成26年計算基

準日に応当する日（以下本号において「計算基準日応当日」という。）のうち、取得日の直前の計算基

準日応当日をいう（取得日が計算基準日応当日と同じ日である場合には、取得日を直前応当日とす

る。）。

平成26年基本取得価額算式における「q」は、「残余日数」（以下に定義する。）を365で除した数とす

る（小数第４位まで算出し、その小数第４位を切り捨てる。）。「残余日数」とは、上記(a)の場合には平

成26年計算基準日の翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの実日数とし、また、上記(b)

の場合には直前応当日の翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの実日数とする。

ただし、平成26年計算基準日の翌日から取得日（同日を含む。）までの間にＡ種優先配当金が支払われ

た場合（本号において、当該取得日までの間に支払済みのＡ種優先配当金を「支払済Ａ種優先配当金」

という。）には、Ａ種優先株式１株あたりの取得価額は、次の算式に従って計算される価額を平成26年基

本取得価額から控除して調整される。Ａ種優先配当金が複数回にわたって支払われた場合には、支払済

Ａ種優先配当金のそれぞれにつき、控除価額を計算し、控除する。

(平成26年控除価額算式)

平成26年控除価額＝[支払済Ａ種優先配当金]×（1＋0.09）
r
×（1＋0.09）

s

平成26年控除価額算式における「r」は、(a)支払済Ａ種優先配当金を支払った日の直後に到来する計算

基準日応当日（支払済Ａ種優先配当金を支払った日が計算基準日応当日である場合には当該計算基準

日応当日をいう。）の翌年の計算基準日応当日の前日までの日が取得日である場合には零とし、また、

(b)その後の日が取得日である場合には、支払済Ａ種優先配当金を支払った日の直後に到来する計算基

準日応当日（支払済Ａ種優先配当金を支払った日が計算基準日応当日である場合には当該計算基準日

応当日をいう。）から直前応当日までの経過年数（正の整数）とする。直前応当日は、基本取得価額算式

における直前応当日と同じとする。

平成26年控除価額算式における「s」は、「残余日数」（以下に定義する。）を365で除した数とする

（小数第４位まで算出し、その小数第４位を切り捨てる。）。「残余日数」とは、上記(a)の場合には支払

済Ａ種優先配当金を支払った日の直後に到来する計算基準日応当日（支払済Ａ種優先配当金を支払っ

た日が計算基準日応当日である場合には当該計算基準日応当日をいう。）の翌日（同日を含む。）から

取得日（同日を含む。）までの実日数（ただし、当該計算基準日応当日以前の日が取得日である場合に

は零とする。）とし、また、上記(b)の場合には直前応当日の翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含

む。）までの実日数とする。

(3)　第２計算基準日の翌日以降の日が取得日である場合におけるＡ種優先株式１株あたりの取得価額は、次の

算式に従って計算される。

(第２計算基準日後の取得価額)

第２計算基準日後の取得価額＝第２計算基準日取得価額＋（第２計算基準日取得価額×0.14×（第２

計算基準日の翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの日数）÷365）－（第２計算基準

日の翌日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの支払済Ａ種優先配当金の累計額）

尚、「第２計算基準日取得価額」とは、第２計算基準日を取得日とした場合に第(2)号に従って算定され

る取得価額をいう。

(金銭を対価とする取得条項)

１　当社は、当社の取締役会が別に定める日が到来したときは、当該日の到来をもって、Ａ種優先株主又はＡ種登

録株式質権者の意思にかかわらず、法令上可能な範囲で、金銭と引き換えにＡ種優先株式の全部又は一部を取

得することができる。尚、一部取得するときは、比例按分又はその他当社の取締役会が定める合理的な方法に

よる。

２　Ａ種優先株式１株あたりの取得価額は、定款第11条の６に定める基準価額と同額とする。

(会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無)

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(議決権を有しないこととしている理由)

 資本増強にあたり、普通株主の議決権への影響を考慮したためであります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年12月28日 △450 37,050 ― 18,010 ― 18,000

平成20年９月30日 △745 36,305 ─ 18,010 ─ 18,000

平成21年９月30日 △930 35,375 ─ 18,010 ─ 18,000

平成22年９月30日 △150 35,225 ─ 18,010 ─ 18,000

(注)　自己株式の消却による減少であります。

　

(6) 【所有者別状況】

　①　普通株式 平成23年３月31日現在
　

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ ─ ─ 1 ─ ─ ─ 1 ―

所有株式数
(株)

─ ─ ─ 20,000,200─ ─ ─ 20,000,200―

所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ 100.0 ─ ─ ─ 100.0 ―

　
　②　Ａ種優先株式 平成23年３月31日現在

　

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ ─ ─ ─ ─ ─ 1 1 ―

所有株式数
(株)

─ ─ ─ ─ ─ ─ 15,225,00015,225,000―

所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─ 100.0 100.0 ―
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(7) 【大株主の状況】

所有株式数別
平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱ハーバーホールディングス
ベータ

兵庫県神戸市中央区港島中町６-８-１ 20,000 56.8

ＵＤＳコーポレート・メザニン
２号投資事業有限責任組合

東京都千代田区大手町１-９-１ 15,225 43.2

計 ― 35,225 100.0

　

所有議決権数別
平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権に対する
所有議決権数の割合(％)

㈱ハーバーホールディングス
ベータ

兵庫県神戸市中央区港島中町６-８-１ 20,000,200 100.0

計 ― 20,000,200 100.0

　

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

―
「１　株式等の状況」の「（1）株式
の総数等」の「②発行済株式」の注
記参照15,225,000

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ─ ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,000,200
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式20,000,200

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 35,225,200 ― ―

総株主の議決権 ─ 20,000,200 ―

　

② 【自己株式等】

　　 該当事項はありません。

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第４号によるＡ種優先株式の取得
　

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成22年９月21日決議)での決議状況
(取得期間　平成22年９月21日)

150,000 352,774

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 150,000 352,774

残存決議株式の総数及び価額の総額 ─ ─

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ─ ─

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) ─ ─

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を
行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った
取得自己株式

150,000 352,774 ─ ─

合併、株式交換、
会社分割に係る移転
を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 ─ ─ ─ ─
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３ 【配当政策】

配当に関しましては、業績や将来の事業展開に備えた内部留保の充実等を総合的に勘案して決定する

ことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としておりますが、期末配当のほか、基準日

を定めて剰余金の配当を行うことができる旨を定めております。

当社は会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を

定めておりますが、基本的な方針として期末配当の決定機関は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の方針を踏まえ、無配当としております。

尚、内部留保金の使途につきましては、将来の企業価値を高めるための店舗開発、ブランド開発、Ｍ＆Ａ

などの事業投資を優先いたしますが、投資効率の高い活用を検討してまいります。

　

４ 【株価の推移】

当社は未公開企業でありますので、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 　 畑　崎　重　雄 昭和16年３月19日生

昭和35年８月 ㈱江本商店入社

(注)３ ―

昭和38年４月 旧㈱ワールド入社

昭和48年４月 同社東京店営業部長

昭和49年９月 同社取締役東京店営業部長

昭和53年９月 同社常務取締役東京店長

昭和58年12月 同社専務取締役東京店長

平成５年６月 同社取締役副社長東京総轄

平成７年４月 ㈱リザ(現㈱ワールドストアパート

ナーズ)代表取締役社長

平成８年７月 旧㈱ワールド取締役副社長東京総轄

平成９年６月 同社取締役会長

平成17年12月 当社取締役

平成18年４月 当社取締役会長(現任)

代表取締役
社長

ＣＥＯ
兼ＧＣＯＯ
(最高経営
責任者
兼ワールド
グループ最高
執行責任者)

兼
第Ⅲ極ＣＯＯ

寺　井　秀　藏 昭和24年４月５日生

昭和44年３月 旧㈱ワールド入社

(注)３ ―

昭和53年５月 同社ドルチェ部次長

昭和57年４月 同社取締役ドルチェ部長

昭和61年５月 同社常務取締役第三事業本部長兼事

業開発統括アドバイザー

平成３年11月 同社常務取締役経営企画部長

平成５年４月 同社常務取締役新業態事業部長

平成９年２月 同社取締役副社長営業本部長

平成９年６月 同社代表取締役社長営業本部長

平成13年７月 同社代表取締役社長ＣＥＯ兼ＣＯＯ

(最高経営責任者兼最高執行責任者)

平成15年３月 同社代表取締役社長ＣＥＯ(最高経営

責任者)兼ＣＯＯ(営業事業担当)

平成15年６月 同社代表取締役社長ＣＥＯ兼ＣＯＯ

(最高経営責任者兼最高執行責任者)

平成17年６月 当社代表取締役社長

平成17年10月 旧㈱ワールド代表取締役社長ＣＥＯ

(最高経営責任者)

平成18年４月 当社代表取締役社長ＣＥＯ(最高経営

責任者)

平成18年11月 当社代表取締役社長ＣＥＯ兼ＣＯＯ

(最高経営責任者兼最高執行責任者)

営業本部長

平成21年３月 当社代表取締役社長ＣＥＯ兼ＧＣＯ

Ｏ(最高経営責任者兼ワールドグルー

プ最高執行責任者)

平成23年３月 当社代表取締役社長ＣＥＯ兼ＧＣＯ

Ｏ(最高経営責任者兼ワールドグルー

プ最高執行責任者)兼第Ⅲ極ＣＯＯ

(現任)

取締役
副社長

ＣＦＯ
(最高財務
責任者)
経営管理
本部長

小　泉　敬　三 昭和24年４月10日生

昭和56年３月 公認会計士登録

(注)３ ―

昭和63年７月 ㈱ジャパンマネジメントサービス入

社

平成３年12月 旧㈱ワールド入社

管理本部副本部長兼上場準備室室長

平成13年４月 同社経営管理副統括部長

平成13年６月 同社取締役(財務担当)経営管理統括

部長

平成13年７月 同社取締役兼執行役員ＣＦＯ(財務担

当)経営管理統括部長

平成15年６月 同社取締役兼常務執行役員ＣＦＯ(財

務担当)経営管理統括部長

平成17年６月 同社取締役兼専務執行役員ＣＦＯ(財

務担当)経営管理統括部長

平成17年12月 当社取締役

平成18年４月 当社取締役兼専務執行役員ＣＦＯ(財

務担当)経営管理統括部長

平成20年４月 当社取締役兼専務執行役員ＣＦＯ(財

務担当)経営管理本部長

平成21年６月 当社取締役副社長兼ＣＦＯ(最高財務

責任者)経営管理本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

常務執行
役員

第Ⅰ極ＣＯＯ
経営企画
本部長

三　宅　　　敦 昭和39年７月９日生

昭和63年４月 旧㈱ワールド入社

(注)３ ―

平成11年４月 同社経営企画部長

平成13年５月 同社ＷＥＬ経営企画室長兼経営企画

部長

平成14年６月 同社執行役員経営企画室長兼経営企

画部長

平成17年６月 同社常務執行役員経営企画室長兼経

営企画部長

平成18年４月 当社常務執行役員経営企画室長兼経

営企画部長

平成19年６月 当社取締役兼常務執行役員経営企画

室長

平成20年４月 当社取締役兼常務執行役員経営企画

本部長

平成21年３月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅰ極Ｃ

ＯＯ経営企画本部長(現任)

取締役

常務執行
役員

営業本部長
 

谷　村　耕　一 昭和33年６月８日生

昭和57年４月 旧㈱ワールド入社

(注)３ ―

平成10年７月 同社企画開発部長

平成13年５月 同社執行役員第ⅠＳＰＡ統括部長

平成17年６月 同社常務執行役員業態開発準備室長

平成18年４月 当社常務執行役員業態開発準備室長

平成20年６月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅱ世代

戦略グループ長兼㈱ワールドストア

パートナーズ代表取締役社長

平成21年３月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅲ極Ｃ

ＯＯカテゴリー２極戦略グループ長

兼雑貨統括部長

平成21年９月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅲ極Ｃ

ＯＯカテゴリー２極戦略グループ長

兼雑貨統括部長兼海外事業部長

平成22年２月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅲ極Ｃ

ＯＯ店舗開発統括部長兼海外事業部

長兼雑貨統括部長

平成23年３月 当社取締役兼常務執行役員営業本部

長(現任)

取締役

常務執行
役員

第Ⅱ極ＣＯＯ
ＳＰＡＲＣＳ
推進本部長

福　井　　　淳 昭和40年８月９日生

昭和63年４月 旧㈱ワールド入社

(注)３ ―

平成12年４月 同社アンタイトル部長

平成17年４月 同社執行役員プラットフォーム事業

部長

平成18年４月 当社執行役員プラットフォーム事業

部長

平成18年６月 当社常務執行役員ＳＰＡプラット

フォーム事業部長

平成20年６月 当社取締役兼常務執行役員ＳＰＡＲ

ＣＳ推進統括部長兼ＳＰＡプラット

フォーム事業部長

平成21年３月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅱ極Ｃ

ＯＯ ＳＰＡＲＣＳ推進本部長兼商品

本部長

平成22年２月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅱ極Ｃ

ＯＯ ＳＰＡＲＣＳ推進本部長兼商品

本部長兼営業本部長

平成23年３月 当社取締役兼常務執行役員第Ⅱ極Ｃ

ＯＯ ＳＰＡＲＣＳ推進本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 　 川　﨑　清　隆 昭和40年11月26日生

平成３年４月 弁護士登録

(注)３ ―

平成３年４月 御堂筋法律事務所入所

平成８年１月 ニューヨーク州弁護士登録

平成16年６月 旧㈱ワールド補欠監査役

平成18年６月 当社取締役(現任)

取締役 　 湯　浅　光　章 昭和21年６月30日生

昭和45年３月 ピート・マーウィック・ミッチェル

(現ＫＰＭＧ)会計事務所入所

(注)３ ―

昭和48年９月 公認会計士登録

昭和62年９月 港監査法人　代表社員

平成15年９月 あずさ監査法人(現有限責任 あずさ

監査法人)代表社員

平成18年７月 公認会計士湯浅光章事務所設立

平成20年11月 当社取締役(現任)

常勤監査役 　 北　川　貞　昭 昭和16年７月11日生

昭和40年４月 ㈱神戸銀行(現㈱三井住友銀行)入行

(注)４ ―

昭和51年12月 旧㈱ワールド出向　東京店経理部長兼

総務部長

昭和53年９月 同社入社　取締役東京店経理部長兼総

務部長

平成５年６月 同社常務取締役東京担当兼管理副本

部長兼経理部長兼財務部長

平成７年６月 同社常務取締役管理本部長

平成９年６月 同社常勤監査役

平成17年12月 当社監査役

平成18年４月 当社常勤監査役(現任)

常勤監査役 　 巴　田　勝　巳 昭和13年３月20日生

平成７年６月 旧㈱ワールド監査役

(注)４ ―

平成10年６月 同社監査役退任

平成13年６月 同社常勤監査役

平成17年12月 当社監査役

平成18年４月 当社常勤監査役(現任)

監査役 　 土　井　憲　三 昭和22年12月５日生

昭和50年４月 弁護士登録

(注)４ ―

昭和50年４月 北山法律事務所(現神戸京橋法律事務

所)入所

平成10年６月 旧㈱ワールド監査役

平成18年２月 当社監査役(現任)

監査役 　 松　本　邦　雄 昭和20年９月１日生

平成15年７月 神戸税務署長

(注)４ ―
平成16年８月 税理士登録

平成16年９月 松本邦雄税理士事務所設立

平成18年９月 当社監査役(現任)

計 ―

(注) １　監査役 土井憲三及び監査役 松本邦雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役 川﨑清隆及び取締役 湯浅光章は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３　取締役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終

結の時までであります。

４　監査役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会の終

結の時までであります。

５　当社は、運営と執行を分離し、事業執行の意思決定の迅速化、監督機能の強化及び責任の明確化を図るために、

執行役員制度を導入しております。執行役員（取締役を兼務している執行役員については除いております。）

は以下の11名で構成されております。
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職名 氏名

常務執行役員　㈱Ｊファブリック・インターナショナル代表取締役社長 萩　原　真　一

執行役員　海外アジア戦略グループ長兼アジア戦略準備室長 中　田　雄　一

執行役員　専門店統括部長 浦　野　隆　司

執行役員　経営企画副本部長 伊　賀　裕　恭

執行役員　ストア営業本部長兼営業統括部長 田　口　敬二郎

執行役員　世界時興（上海）貿易有限公司総経理
          兼世界日一（上海）企業管理諮?有限公司総経理

栗　山　文　宏

執行役員　㈱ワールド・ビジネス・ブレイン代表取締役社長 佐　藤　進　一

執行役員　ストア戦略推進統括部長兼コモディティ統括部長 飯　田　恭　一

執行役員　会計統括部長 高　月　禎　一

執行役員　ストア統括部長 坂　根　義　男

執行役員　ブランディング＆マーケティング推進統括部長 佐　藤　佳世子
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値・株主価値を継続的に向上さ

せていくために、経営の透明性を高め、法令及び社会規範の遵守を前提にした健全で競争力のある経営管

理組織及び経営の意思決定の仕組みを構築することであると認識しております。

このような認識のもと、以下のような経営システムを確立し、推進運営いたしております。

　

① コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

(ア)コーポレート・ガバナンス体制の状況

・会社の機関の内容

当社は社外取締役を含む取締役会及び監査役会制度を採用しており、社外取締役は取締役８名中

２名、社外監査役は監査役４名中２名であります。

業務執行・監視の仕組みについては、取締役会に加えて取締役間にて随時打ち合わせを行い、効率

的な業務執行及び取締役間の執行監視を行っております。

　

＜経営管理組織体制＞

　
　
（注）当社には、事業執行に必要な意思決定の場として各種会議体があり、事業執行会議はこれを総称した名称であり

ます。
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・内部監査及び監査役監査の状況

当社内に内部監査担当部門を設置しており、各事業部及び関係会社の業務について、内部監査を

行っております。

独任制である監査役は、取締役の職務の執行を監査しております。

尚、会計監査人であるあらた監査法人から、通常の会計監査を受けております。

監査の連携として、監査役は内部監査担当部署より定期的に報告を受けており、随時、情報交換を

行って連携しております。また、監査役は会計監査人より監査計画及び結果につき定期的に聴取し、

監査立会等を通じて監査の状況を確認しております。

　
・会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

あらた監査法人

指定社員
業務執行社員

山　本　昌　弘

指定社員
業務執行社員

高　濱　　　滋

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ３名

その他 10名

（注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者等であります。

　
・役員報酬等の内容

区分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

(名) (百万円) (名) (百万円) (名) (百万円) (名) (百万円) (名) (百万円)

定款又は株主総会
決議に基づく報酬

6 222 2 14 2 22 2 5 12 263

計 6 222 2 14 2 22 2 5 12 263

(注) １　支給人員は延べ人員を記載しております。

２　平成19年６月20日開催の定時株主総会で決議された報酬限度額は取締役年額400百万円（内、社外取締役は30

百万円）、監査役年額50百万円であります。

尚、当該報酬限度額には、(注)４に記載しております取締役賞与、監査役賞与は含まれておりません。

３　使用人兼務取締役の使用人賞与相当額は、上記の金額には含まれておりません。

４　前期の利益処分による役員賞与は、上記の金額には含まれておりません。

　
・取締役の定数及び選任の決議要件に関する規定

当社は、取締役の定数を10名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数の決議をもって行う旨定款に定めております。

　

EDINET提出書類

株式会社ワールド(E02767)

有価証券報告書

 32/112



　

・剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨定款に定めております。こ

れは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、機動的な配当政策及び資本政策を図るこ

とを目的とするものであります。

　
・責任限定契約に関する事項

責任限定契約の内容の概要

当社は、平成18年６月14日開催の定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外監査役の責任

限定契約に関する規定を設けております。

当該定款に基づき当社が社外取締役及び社外監査役の全員と締結した責任限定契約の内容の概要

は次のとおりであります。

１　社外取締役の責任限定契約

社外取締役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任を負担する場合において、その職務を

行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、損害賠償責任は、会社法第425条第１項の最低

責任限度額を限度とする。

２　社外監査役の責任限定契約

社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任を負担する場合において、その職務を

行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、損害賠償責任は、会社法第425条第１項の最低

責任限度額を限度とする。

　
・株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

　
・A種優先株式が議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、普通株主の議決権への影響を考慮したためであります。

　

(イ)社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役　川﨑清隆は弁護士であり、同人の所属する弁護士法人と当社とは顧問契約を締結してお

ります。

社外監査役　土井憲三は弁護士であり、同人の所属する法律事務所と当社とは顧問契約を締結してお

ります。

その他については該当事項はありません。
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(ウ)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの近年における実施状況

　当社は、平成18年４月１日を合併期日として、旧株式会社ハーバーホールディングスアルファを存続

会社とし、旧株式会社ワールドを解散会社とする吸収合併方式により合併いたしました。

　尚、合併に伴い、旧株式会社ハーバーホールディングスアルファは、商号を株式会社ワールドに変更し

ております。

　よって、合併前については、旧株式会社ワールドの取組みの実施状況を記載しております。

　

ⅰ取締役会及び執行役員制度等

・平成11年(1999年)４月より意思決定の迅速化、事業執行の責任の明確化を目的とし、執行役員制度を

導入しております。現在、５名の取締役との兼務も含め執行役員は16名となっております。

・平成15年(2003年)６月、(ⅰ)取締役の経営責任と執行役員の事業執行責任とを明確に区別した新体

制への移行、(ⅱ)経済環境や社会環境の変化に合わせて、的確で機敏な経営が行えるように、取締役

の任期を２年から１年に変更、(ⅲ)社外取締役、社外監査役の招聘についても、責任軽減規定を定款

に加えることで、招聘しやすい環境を整えました。

・平成17年(2005年)６月、少数の取締役で取締役会を構成して意思決定を行っている実態に即し、定款

において取締役の員数を10名以内と定めるとともに、社外取締役による経営の監督・助言を受け、経

営の透明性を高めております。

　

ⅱ内部統制/コンプライアンス・リスクマネジメント

・平成16年(2004年)10月より、コンプライアンス(法令等遵守)体制の構築に向けて、諸規程・マニュア

ルの整備と適正な運用の推進とともに、全従業員を対象に、e-Learningによる「コンプライアンス教

育」等を実施し、周知教育と運用につとめております。

　　また、「顧客価値」の最大化に向けて、個人情報の保護を経営上の重要課題と位置づけており、「個

人情報管理委員会」を設置し、情報の適正な管理の推進を図り、「個人情報保護方針」を公表する

等、個人情報の保護に向けた取組みを行っております。JISQ15001に準拠した「個人情報保護コンプ

ライアンス・プログラム」を実施し、平成18年（2006年）７月にプライバシーマークを取得した上

で、現在も継続的な改善に取組んでおります。

・平成17年(2005年)７月20日開催の取締役会決議により、『価値創造企業グループ』としてステーク

ホルダーに対する企業の社会的責任を遂行するために、すべての取締役、役員及び社員一人ひとりが

守らなければならない行動原則を、「ワールドグループ行動規範」として制定しました。行動規範に

基づいて、教育、監査、見直し・改善のマネジメントサイクルを実施し、ワールドグループコンプライ

アンス・プログラムを推進しております。

・平成17年(2005年)11月14日開催の取締役会決議により、コーポレートガバナンスの充実を図る観点

から、「ワールドグループ行動規範」へ『取締役会メッセージ』を追加し、当社ホームページにてス

テークホルダーへ開示しております。

・平成18年(2006年)５月１日の会社法施行に伴い、同年５月16日の取締役会において、当社の内部統制

システム(取締役の職務執行が法令・定款に適合すること等、会社の業務の適正を確保するための体

制)構築に関する基本方針を決議いたしました。
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・平成18年(2006年)６月１日に、会社案内(ＥＹＥ)を発行するとともに、当社のホームページをリ

ニューアルし、コーポレートガバナンスを含めた、ＣＳＲに関する情報をステークホルダーへ公開し

ております。

・平成19年(2007年)４月25日開催の取締役会決議により、社会情勢等の変化や、当社における内部統制

の取組み状況に対応し、当社の内部統制システム構築に関する基本方針の内容を改正いたしました。

・平成19年(2007年)５月より、内部統制プロジェクトのＰＤＣＡサイクル(内部統制システム構築に関

する基本方針に定めるコンプライアンス・リスクマネジメントプログラム)を推進し、COSO-ERMを参

考に、全社的なリスクマネジメントに取り組んでおります。

・平成20年(2008年)７月より、「ＳＰＡＲＣＳ連結三極経営」へ対応すべく、国内グループ会社に関す

るリスク評価・分析等を開始し、連結での内部統制を推進しております。

　

② 内部統制システム構築に関する基本方針

当社は、取締役会において、当社の業務の適正を確保するための体制(以下「内部統制システム」とい

う)について、以下のとおり決議しております。 

　

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、内部統制システムを整備する。

(ア)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・「ワールドグループ行動規範」において、法令を遵守し、反社会的勢力に毅然とした態度で臨み、社

内規程、企業倫理、社会規範及び経営理念に従い誠実に行動すべきことを行動規範として規定し、こ

れをすべての取締役及び使用人が遵守すべき最重要ルールと位置付け、その制定改廃は取締役会の

承認を要するものとする。

・コンプライアンス・リスクマネジメント担当役員(ＣＦＯ)及び担当部署を設置し、代表取締役社長

のもと組織されるコンプライアンス・リスクマネジメント委員会の下に、コンプライアンス・リス

クマネジメントプログラムを推進する。

・コンプライアンスプログラム全般を統括する「コンプライアンス規程」を制定し、組織体制、リスク

評価、教育、監査、問題発生時の対応等を定める。

・「内部通報規程」に基づき、内部通報制度(企業倫理ホットライン)を運用し、行動規範違反・不正行

為等の情報収集を図るとともに、通報案件に対応する。

　

(イ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る取締役会議事録、社内決裁、契約書等の重要情報を保存するものとし、情

報の保存及び管理に関する体制の詳細は、以下の各規程において定めるところによる。

文書保存・管理全般：「文書管理規程」

機密情報管理：「機密情報保護規程」

契約書管理：「契約規程」

・情報の保存及び管理に関する社内規程・マニュアルに基づき、取締役及び使用人に対する教育・監

査等を実施する。

・諸規程集等、所定の文書は、ＩＴを活用して常時閲覧できるシステムを構築するものとする。
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(ウ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・リスク管理に関する規程(危機管理規程)に基づき、リスク分類毎に管掌部署を設置し、リスクの発生

防止方策と発生時の対応について、各管掌部署がマニュアルを定め、教育等を実施する。

・危機管理規程及びリスク分類別マニュアルに基づき、内部監査規程の主管部署が監査等を実施する。

・危機管理規程に定義されたリスクの発生状況、対応結果及び影響等については、コンプライアンス・

リスクマネジメント担当部署が一元管理を図る。

・コンプライアンス・リスクマネジメント担当役員(ＣＦＯ)及び担当部署を設置し、代表取締役社長

のもと組織されるコンプライアンス・リスクマネジメント委員会の下に、コンプライアンス・リス

クマネジメントプログラムを推進する。

　

(エ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・執行役員制度とＷＥＬ
※
制度により、意思決定の迅速化・効率化と、事業責任の明確化を図るものと

する。

・職務権限や決裁権限に関する規程に基づき、決裁権限ルートを明確化し、定期的に見直すことによ

り、取締役の意思決定の効率化を図るものとする。

　
※WORLD Entrepreneur Leader（ワールド　アントレプレナー　リーダー）の頭文字をとったワールド独自の名称。

次世代リーダー（後継者）として位置づけられ、将来的に経営及び執行役員として育っていくことを期待し、そのための登竜

門的機会が意識的に与えられる将来の経営幹部候補生。

　

(オ)株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・「ワールドグループ行動規範」を国内連結子会社へ適用するものとし、行動規範を基軸として、ワー

ルドグループ全体でのコンプライアンス体制を推進する。

・グループ会社に関する規程に基づき設置された担当責任部署が、グループ各会社の基本方針及び政

策を立案し、職務権限に関する規程に基づいた所定の決裁を得て決定する。

・グループ会社管理における一定の事項は、本社の審査・合議等を受けるものとする。

・内部監査規程の主管部署がグループ会社監査を実施する。

　

(カ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

・当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社の使用人から補助者を

任命する。

　

(キ)監査役補助者の取締役からの独立性に関する事項

・監査役補助者の任命及び解任については監査役会と事前の協議を行う。

また、監査役補助者は、業務執行部門からの独立性が高い部門から選定する。
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(ク)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・取締役及び各主管部署の責任者は下記事項につき監査役に報告をする。

（ⅰ、ⅱは随時、ⅲ、ⅳは定例的）

ⅰ　会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

ⅱ　取締役・使用人の法令、定款違反等の不正行為

ⅲ　内部監査の結果

ⅳ　内部通報制度による情報収集及び通報案件への対応の状況

　

(ケ)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・必要に応じて専門家(弁護士、公認会計士、税理士、コンサルタント等)から監査業務に関する助言を

受ける等、監査役の円滑な監査活動を保障する。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 30 1 30 0

連結子会社 5 － 5 ―

計 35 1 35 0

　

② 【その他重要な報酬の内容】

　重要な事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、合意された手続

　業務に対する報酬によるものです。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項に関する方針はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

尚、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

尚、第52期事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は改正前の財務諸表等規則に基づ

き、第53期事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は改正後の財務諸表等規則に基づい

て作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成

22年３月31日まで)及び第52期事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)並びに当連結会計

年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)及び第53期事業年度(平成22年４月１日から平成23年

３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あらた監査法人の監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計

基準等の内容及び変更等を適時適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構への加入、監査法人及び各種団体の主催する研修への参加等を行っておりま

す。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,951 23,738

受取手形及び売掛金 28,282 23,748

有価証券 5,000 －

商品及び製品 20,425 24,924

仕掛品 290 276

原材料及び貯蔵品 564 538

繰延税金資産 3,122 2,707

その他 3,633 3,647

貸倒引当金 △445 △311

流動資産合計 71,821 79,267

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 17,912 15,443

機械装置及び運搬具（純額） 481 416

土地 ※4
 17,971

※4
 17,976

リース資産（純額） 9,425 10,791

建設仮勘定 310 254

その他（純額） 2,388 1,966

有形固定資産合計 ※2
 48,487

※2
 46,846

無形固定資産

のれん 62,694 58,485

その他 3,322 3,178

無形固定資産合計 66,016 61,663

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 3,333 3,391

長期貸付金 74 99

差入保証金 17,148 13,012

繰延税金資産 2,095 2,415

その他 ※1
 1,979 1,599

貸倒引当金 △786 △671

投資その他の資産合計 23,843 19,846

固定資産合計 138,346 128,354

資産合計 210,167 207,622
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 32,512 35,180

短期借入金 234 288

1年内返済予定の長期借入金 12,012 7,019

リース債務 2,534 3,546

未払金 10,538 9,254

未払法人税等 2,910 2,765

未払消費税等 582 159

賞与引当金 4,019 3,409

役員賞与引当金 250 －

資産除去債務 － 152

その他 3,761 3,991

流動負債合計 69,352 65,763

固定負債

社債 5,370 3,000

長期借入金 80,633 84,626

リース債務 7,588 8,501

再評価に係る繰延税金負債 ※4
 1,110

※4
 1,110

退職給付引当金 2,783 3,106

資産除去債務 － 513

その他 2,350 2,071

固定負債合計 99,834 102,928

負債合計 169,186 168,691

純資産の部

株主資本

資本金 18,010 18,010

資本剰余金 18,000 18,000

利益剰余金 5,004 3,091

株主資本合計 41,014 39,101

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1 △32

繰延ヘッジ損益 △850 △724

土地再評価差額金 ※4
 1,618

※4
 1,618

為替換算調整勘定 △850 △1,055

その他の包括利益累計額合計 △80 △193

少数株主持分 48 23

純資産合計 40,981 38,930

負債純資産合計 210,167 207,622
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高 314,117 305,541

売上原価 ※1
 124,251

※1
 122,744

売上総利益 189,867 182,797

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 178,626

※2, ※3
 173,881

営業利益 11,241 8,917

営業外収益

受取利息 30 16

受取配当金 44 43

受取賃貸料 98 114

受取補償金 88 229

匿名組合投資利益 444 423

その他 302 382

営業外収益合計 1,006 1,208

営業外費用

支払利息 1,906 1,815

貸倒引当金繰入額 133 －

商品廃棄損 701 740

リース解約損 338 259

金融手数料 452 336

持分法による投資損失 39 49

その他 900 384

営業外費用合計 4,470 3,583

経常利益 7,777 6,542

特別利益

固定資産売却益 ※4
 47

※4
 359

投資有価証券売却益 6 －

特別利益合計 53 359

特別損失

固定資産売却損 ※5
 7

※5
 1

固定資産除却損 ※6
 1,426

※6
 1,487

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 533

資産除去債務履行差額 － 107

投資有価証券評価損 179 1

役員退職慰労金 13 －

災害による損失 － ※7
 1,070

特別損失合計 1,626 3,200

税金等調整前当期純利益 6,205 3,701

法人税、住民税及び事業税 3,786 3,535

法人税等調整額 114 31

法人税等合計 3,900 3,566

少数株主損益調整前当期純利益 － 135

少数株主損失（△） △41 △19

当期純利益 2,346 154
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 135

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △33

繰延ヘッジ損益 － 126

為替換算調整勘定 － △217

持分法適用会社に対する持分相当額 － 9

その他の包括利益合計 － ※2
 △115

包括利益 － ※1
 20

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 42

少数株主に係る包括利益 － △22
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 18,010 18,010

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,010 18,010

資本剰余金

前期末残高 18,031 18,000

当期変動額

その他資本剰余金振替額 △31 －

当期変動額合計 △31 －

当期末残高 18,000 18,000

利益剰余金

前期末残高 6,791 5,004

当期変動額

剰余金の配当 △1,980 △1,715

当期純利益 2,346 154

自己株式の消却 △2,185 △353

その他資本剰余金振替額 31 －

当期変動額合計 △1,787 △1,913

当期末残高 5,004 3,091

自己株式

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の取得 △2,185 △353

自己株式の消却 2,185 353

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

株主資本合計

前期末残高 42,832 41,014

当期変動額

剰余金の配当 △1,980 △1,715

当期純利益 2,346 154

自己株式の取得 △2,185 △353

自己株式の消却 － －

その他資本剰余金振替額 － －

当期変動額合計 △1,819 △1,913

当期末残高 41,014 39,101

EDINET提出書類

株式会社ワールド(E02767)

有価証券報告書

 43/112



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △43 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

44 △33

当期変動額合計 44 △33

当期末残高 1 △32

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △632 △850

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△217 126

当期変動額合計 △217 126

当期末残高 △850 △724

土地再評価差額金

前期末残高 1,618 1,618

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,618 1,618

為替換算調整勘定

前期末残高 △922 △850

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

72 △205

当期変動額合計 72 △205

当期末残高 △850 △1,055

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 21 △80

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△101 △112

当期変動額合計 △101 △112

当期末残高 △80 △193

少数株主持分

前期末残高 77 48

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △29 △25

当期変動額合計 △29 △25

当期末残高 48 23

純資産合計

前期末残高 42,930 40,981

当期変動額

剰余金の配当 △1,980 △1,715

当期純利益 2,346 154

自己株式の取得 △2,185 △353

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △130 △138

当期変動額合計 △1,949 △2,051

当期末残高 40,981 38,930
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,205 3,701

減価償却費 7,590 7,941

のれん償却額 4,168 4,227

貸倒引当金の増減額（△は減少） 83 △202

受取利息及び受取配当金 △74 △60

匿名組合投資損益（△は益） △444 △423

支払利息 1,906 1,815

持分法による投資損益（△は益） 39 49

固定資産売却損益（△は益） △40 △357

投資有価証券売却損益（△は益） △6 －

固定資産除却損 1,426 1,487

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 533

資産除去債務履行差額 － 107

投資有価証券評価損益（△は益） 179 1

役員退職慰労金 13 －

災害損失 － 1,070

売上債権の増減額（△は増加） 1,406 4,440

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,065 △4,654

仕入債務の増減額（△は減少） △3,225 2,747

未払消費税等の増減額（△は減少） 216 △439

その他 1,039 △1,140

小計 23,546 20,842

利息及び配当金の受取額 70 66

利息の支払額 △1,931 △1,806

役員退職慰労金の支払額 △13 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △4,237 △3,693

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,435 15,410

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,749 △1,228

有形固定資産の売却による収入 245 409

投資有価証券の取得による支出 △66 △133

投資有価証券の売却による収入 35 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△131 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 19

貸付けによる支出 △225 △227

貸付金の回収による収入 460 232

無形固定資産の取得による支出 △1,111 △1,116

差入保証金の差入による支出 △2,991 △3,076

差入保証金の回収による収入 5,340 7,307

その他 △818 △1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,010 1,188
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 58 73

長期借入れによる収入 － 33,500

長期借入金の返済による支出 △11,024 △34,527

社債の償還による支出 △1,190 △2,370

リース債務の返済による支出 △1,950 △3,299

自己株式の取得による支出 △2,185 △353

配当金の支払額 △1,980 △1,715

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,271 △8,690

現金及び現金同等物に係る換算差額 33 △120

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,812 7,788

現金及び現金同等物の期首残高 20,536 15,951

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

227 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 15,951

※1
 23,738
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 子会社の数

連結子会社 28社

非連結子会社　 １社

　　　連結子会社の名称は「第１ 企業の概況 ４　関係会社

の状況」に記載しております。

　　　新たに株式を取得したことにより、㈱リドーを当連結

会計年度より連結の範囲に含めております。

　　　前連結会計年度において、非連結子会社であった㈱

ホールファクトリー及び上海倍愛時装有限公司は、

重要性が増したことにより、当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。尚、従来連結の範囲に含

めておりました㈱サンピエは解散により連結の範囲

から除外しておりますが、損益計算書のみ連結して

おります。

　　　また、㈱ワールドインダストリー及び㈱ワールドイン

ダストリー福島は、㈱ワールドインダストリーファ

ブリック、㈱ワールドインダストリーニット及び㈱

インダストリー松本に分割再編し、その後清算結了

により連結の範囲から除外しておりますが、損益計

算書のみ連結しております。

 

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 子会社の数

連結子会社 28社

非連結子会社　 １社

　　　連結子会社の名称は「第１ 企業の概況 ４　関係会社

の状況」に記載しております。

　　　前連結会計年度において、持分法非適用関連会社で

あった㈱フレンチブルーは、株式を追加取得したこ

とにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。尚、従来連結の範囲に含めておりました㈱

Ｔキューブは清算結了により連結の範囲から除外し

ておりますが、損益計算書のみ連結しております。

 
 

　(2) 連結除外の理由

　　  非連結子会社は、その総資産合計額、売上高合計額及

び当期純損益並びに利益剰余金等の持分相当額の合

計額のいずれもが、連結会社の当該項目合計に比し

て僅少であり、重要性に乏しいので連結の範囲から

除外しております。

 

　(2) 連結除外の理由

同左

 

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用会社の数及び会社名

　　持分法適用関連会社　　　　　　　　　１社

持分法適用関連会社の名称は「第１ 企業の概況

４　関係会社の状況」に記載しております。　

 

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用会社の数及び会社名

　　持分法適用関連会社　　　　　　　　　０社

従来、持分法を適用しておりました寧波保羅哈博

服飾有限公司は、出資持分を譲渡したことにより持

分法の適用範囲から除外しておりますが、持分法適

用除外までの損益は、持分法投資損益として取り込

んでおります。

 
　(2) 持分法非適用会社の数及び主要な会社名

　　非連結子会社及び関連会社　　　　　　２社

　(2) 持分法非適用会社の数及び主要な会社名

　　非連結子会社及び関連会社　　　　　　１社

　　持分法適用除外の理由

　持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金

等合計額に占める持分相当額合計の連結企業集団

全体に対する割合がいずれも僅少であり、重要性

に乏しいので、持分法を適用せず原価法により評

価しております。

　　持分法適用除外の理由

同左
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　(3) 持分法の適用の手続きについて特に記載する必要

　があると認められる事項

　　　持分法適用会社は、決算日が異なるため、当該会社の

事業年度に係る財務諸表を使用しております。

 

　(3)                ――――

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社のうち、WORLD HKG CO.,LTD．、世界時装

（中国）有限公司、台湾和亜留土股?有限公司、World

Korea Co.,Ltd.、上海世界連合服装有限公司、世界時興

（上海）貿易有限公司、世界日一（上海）企業管理諮?

有限公司、上海欣原紅染紗有限公司及び上海倍愛時装

有限公司の決算日は12月31日であります。

    尚、連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っております。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

    

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの……連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　満期保有目的の債券…同左

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの……同左

　　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法 　　　　　時価のないもの……同左

　　②　デリバティブ…………時価法 　　②　デリバティブ…………同左

　　③　たな卸資産

　　　主として総平均法による原価法

　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

　　③　たな卸資産……………同左

　　　

　　　 

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産(リース資産を除く)

　　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。

　　　　尚、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物（純額） 10～50年

器具備品
(有形固定資産「その他(純額)」)

２～20年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産(リース資産を除く)

同左
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　　②　無形固定資産(リース資産を除く)

　　　　ソフトウェア(自社利用)については、当社及び国内

連結子会社における社内利用見込可能期間(主に

５年)に基づく定額法、それ以外のものについて

は、主に定額法を採用しております。

　　②　無形固定資産(リース資産を除く)

同左

　　③　リース資産

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として

算定する方法によっております。

 

　　③　リース資産

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

同左

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

　社債発行費については、支出時に全額費用処理を

行っております。

　

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

同左

 

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　賞与引当金

従業員の賞与支給にあてるため、主として、翌連

結会計年度支払賞与見込額のうち当連結会計年度

負担額を計上しております。

　　②　賞与引当金

同左

　　③　役員賞与引当金

当社の役員の賞与支給にあてるため、翌連結会

計年度支払賞与見込額のうち当連結会計年度負担

額を計上しております。

　　③　役員賞与引当金

同左

　　④　退職給付引当金

当社については従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

主要な連結子会社においては前払賃金化等の制

度を実施し、退職金制度を採用しておりません。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

　　④　退職給付引当金

同左
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

　の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。尚、在外子会社等の資産及び負債、収

益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めております。

 

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

　の基準

同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　主に繰延ヘッジ処理を適用しております。尚、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用しております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　・ヘッジ手段 …… デリバティブ取引(為替予約

取引及び金利スワップ取引)

　・ヘッジ対象 …… 相場変動等による損失の可能

性があり、相場変動等が評価

に反映されていないもの及び

キャッシュ・フローが固定さ

れその変動が回避されるもの

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　③　ヘッジ方針

　　　　主として内部規程である「経理規程」で定めるリス

ク管理方法及びそれに付随する「業務基準書」に

基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを

ヘッジしております。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　金利スワップ取引においては、原則として、ヘッジ開

始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計額

とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計

額とを比較し、その比率を基礎に判断しておりま

すが、契約の内容等によりヘッジに高い有効性が

明らかに認められる場合については有効性の判定

を省略しております。

　　　　為替予約においては、ヘッジ対象の相場変動とヘッ

ジ手段の相場変動を半期ごとに比較し、両者の変

動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評価してお

ります。

 

　　③　ヘッジ方針

　　　  主として内部規程である「財務規程」で定めるリ

スク管理方法及びそれに付随する「業務基準書」

に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを

ヘッジしております。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 
 
 
 

　(7)                ――――

 
　(7) のれんの償却に関する事項

のれんはその効果の発現する期間を個別に見積も

り、償却期間を決定した上で均等償却することとし

ておりますが、金額が僅少のときは発生時の損益と

して処理しております。
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　(8)                ―――― 　(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

  囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から概ね

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

 
　(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

 

　(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評

価法を採用しております。

 

５　                 ――――

 

６　のれんの償却に関する事項

　　のれんはその効果の発現する期間を個別に見積もり、

償却期間を決定した上で均等償却することとしており

ますが、金額が僅少のときは発生時の損益として処理

しております。

 

６　                 ――――

 

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から概ね３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。

７　                 ――――
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【会計方針の変更】
　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

―――― (資産除去債務に関する会計基準の適用)

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。これにより営業利益が145百万円減少、経常

利益が375百万円増加、税金等調整前当期純利益は318百

万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始

による資産除去債務の変動額は715百万円であります。

 
（「持分法に関する会計基準」 及び「持分法適用関連

会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）

　当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号　平成20年３月10日 公表分）及

び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適

用しております。尚、この変更による営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありませ

ん。

 
(企業結合に関する会計基準等の適用)

　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成

20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第7号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20

年12月26日）を適用しております。これに伴い、連結子

会社の資産及び負債の評価については、従来、部分時価

評価法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、

全面時価評価法に変更しております。尚、この変更によ

る資産、負債又は損益への影響はありません。
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【表示方法の変更】
　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(連結貸借対照表)

　前連結会計年度において固定負債に独立掲記しており

ました「長期未払金」（当連結会計年度468百万円）

は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度より固

定負債の「その他」に含めて表示しております。

(連結損益計算書)

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令

第５号）の適用により、当連結会計期間では、「少数株

主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

　
【追加情報】

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

―――― 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年

度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差

額等合計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に係る注記

各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。

　投資有価証券（株式） 15百万円

　出資金
　（投資その他の資産「その他」）

　
49百万円

※１                 ――――

 
　 　

　 　

 

※２　減価償却累計額

　有形固定資産 40,581百万円

 

※２　減価償却累計額

　有形固定資産 42,927百万円

 
　３　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当連結会計年度末の当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

61,433百万円

借入実行残高 183百万円

差引額 61,250百万円

 

　３　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当連結会計年度末の当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

22,587百万円

借入実行残高 261百万円

差引額 22,326百万円

 
※４　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成11年３月31日改正)に

基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額

のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標

準とする税金に相当する金額である繰延税金負債を

負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金

額を土地再評価差額金として純資産の部に計上して

おります。

 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法

(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算出し

た価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を

行って算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当連結
会計年度末における時価と再
評価後の帳簿価額との差額

△4,657百万円

 

※４　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成11年３月31日改正)に

基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額

のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標

準とする税金に相当する金額である繰延税金負債を

負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金

額を土地再評価差額金として純資産の部に計上して

おります。

 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法

(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算出し

た価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を

行って算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当連結
会計年度末における時価と再
評価後の帳簿価額との差額

△5,123百万円
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価の切下額

　売上原価 1,308百万円
　

　 　

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価の切下額

　売上原価 1,952百万円
　

　 　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　給料手当及び賞与 47,255百万円

　役員賞与引当金繰入額 250百万円

　賞与引当金繰入額 3,898百万円

　退職給付費用 686百万円

　販売促進費 4,711百万円

　荷造運搬費 10,476百万円

　旅費交通費 4,889百万円

　賃借料 32,165百万円

　歩率家賃 32,286百万円

　減価償却費 7,301百万円

　のれん償却額 4,168百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　給料手当及び賞与 47,070百万円

　賞与引当金繰入額 3,273百万円

　退職給付費用 713百万円

　販売促進費 4,877百万円

　荷造運搬費 10,467百万円

　旅費交通費 4,771百万円

　賃借料 30,568百万円

　歩率家賃 30,301百万円

　減価償却費 7,683百万円

　のれん償却額 4,227百万円

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、164百万円で

あります。

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、35百万円であ

ります。

 
※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 47百万円

機械装置及び運搬具(純額) 0百万円

有形固定資産「その他(純額)」 0百万円

計 47百万円

 

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物(純額) 346百万円

機械装置及び運搬具(純額) 12百万円

有形固定資産「その他(純額)」 0百万円

計 359百万円

 
※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物(純額) 6百万円

機械装置及び運搬具(純額) 1百万円

土地 0百万円

有形固定資産「その他(純額)」 0百万円

計 7百万円

 

※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具(純額) 1百万円

有形固定資産「その他(純額)」 0百万円

計 1百万円

 

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物(純額) 1,133百万円

機械装置及び運搬具(純額) 3百万円

リース資産(純額) 110百万円

有形固定資産「その他(純額)」 122百万円

無形固定資産「その他」 59百万円

計 1,426百万円

 

※７                 ――――

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物(純額) 1,196百万円

機械装置及び運搬具(純額) 9百万円

リース資産(純額) 150百万円

有形固定資産「その他(純額)」 128百万円

無形固定資産「その他」 4百万円

計 1,487百万円

 

※７　災害による損失の内訳

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響

により、被災した店舗の商品及び店舗設備の修繕費

等を特別損失として計上しております。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 2,245百万円

少数株主に係る包括利益 △40百万円

　計 2,204百万円

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券差額金 44百万円

繰延ヘッジ損益 △217百万円

為替換算調整勘定 72百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 1百万円

　計 △100百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)
　

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 20,000 ─ ─ 20,000

Ａ種優先株式(千株) 16,305 ─ 930 15,375

合　計 36,305 ─ 930 35,375

　

（変動事由の概要）
　Ａ種優先株式の減少930千株は、消却による減少であります。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

Ａ種優先株式(千株) ─ 930 930 ─

合　計 ─ 930 930 ─

　

（変動事由の概要）
　Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加930千株は、買取による増加であり、減少930千株は、消却に
よる減少であります。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年
６月16日
定時株主総会

普通株式 480 23.98
平成21年
３月31日

平成21年
６月17日

平成21年
６月16日
定時株主総会

Ａ種優先株式 1,500 92.00
平成21年
３月31日

平成21年
６月17日

　

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年
６月15日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 300 15.00
平成22年
３月31日

平成22年
６月16日

平成22年
６月15日
定時株主総会

Ａ種優先株式 利益剰余金 1,415 92.00
平成22年
３月31日

平成22年
６月16日
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 20,000 ─ ─ 20,000

Ａ種優先株式(千株) 15,375 ─ 150 15,225

合　計 35,375 ─ 150 35,225

　

（変動事由の概要）
　Ａ種優先株式の減少150千株は、消却による減少であります。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

Ａ種優先株式(千株) ─ 150 150 ─

合　計 ─ 150 150 ─

　

（変動事由の概要）
　Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加150千株は、買取による増加であり、減少150千株は、消却に
よる減少であります。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年
６月15日
定時株主総会

普通株式 300 15.00
平成22年
３月31日

平成22年
６月16日

平成22年
６月15日
定時株主総会

Ａ種優先株式 1,415 92.00
平成22年
３月31日

平成22年
６月16日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は以下のとお

りであります。

現金及び預金勘定 10,951百万円

譲渡性預金及び投資信託
（有価証券勘定）

5,000百万円

現金及び現金同等物 15,951百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は以下のとお

りであります。

現金及び預金勘定 23,738百万円

現金及び現金同等物 23,738百万円

　
　２　重要な非資金取引の内容

　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ　　

6,079百万円、5,932百万円であります。

　
　２　重要な非資金取引の内容

　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ　　

4,987百万円、5,244百万円であります。
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引

　(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　借手側

①　リース資産の内容

　有形固定資産

　　建物及び構築物(純額)

　　機械装置及び運搬具(純額)

　　器具備品(有形固定資産「その他(純額)」)

　無形固定資産

　　ソフトウェア

　　②　リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算

定する方法によっております。

１　ファイナンス・リース取引

　(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　借手側

①　リース資産の内容

    　      　　　 同左

 

 

 

　　②　リース資産の減価償却の方法

   　      　　　　同左

　 (2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

借手側

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
　

(百万円)

建物及び
構築物(純額)

15,1069,349 ─ 5,757

機械装置及び
運搬具(純額)

358 266 ─ 92

器具備品他
(有形固定資産
「その他(純額)」)

6,0473,806 ─ 2,241

ソフトウェア
(無形固定資産
「その他」)

10 10 ─ 1

合計 21,52213,431 ─ 8,091

　　(注)　連結子会社のリース物件にかかる取得価額相当

額は、有形固定資産及びソフトウェアの期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっております。

　 (2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

借手側

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
　

(百万円)

建物及び
構築物(純額)

13,06110,400 ─ 2,661

機械装置及び
運搬具(純額)

238 197 ─ 41

器具備品他
(有形固定資産
「その他(純額)」)

4,6573,584 ─ 1,073

ソフトウェア
(無形固定資産
「その他」)

10 10 ─ 0

合計 17,96614,191 ─ 3,775

　　(注)　　　　　 　　　同左
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　　②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定の期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,252百万円

１年超 4,116百万円

計 8,368百万円

リース資産減損勘定の
期末残高

─百万円

　　(注)　連結子会社のリース物件にかかる未経過リース

料期末残高相当額は、有形固定資産及びソフト

ウェアの期末残高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。

 

　　②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定の期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,768百万円

１年超 1,168百万円

計 3,936百万円

リース資産減損勘定の
期末残高

─百万円

　　(注)　　　　　 　　 同左

 

　　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4,776百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ─百万円

減価償却費相当額 4,495百万円

支払利息相当額 269百万円

減損損失 ─百万円

 

　　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4,343百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ─百万円

減価償却費相当額 4,082百万円

支払利息相当額 156百万円

減損損失 ─百万円

 
　　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　　　減価償却費相当額の算定方法

　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

　　　　　利息相当額の算定方法

　・リース料総額とリース物件の取得価額相当

額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。
 

　　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　同左

 

　　　　　利息相当額の算定方法

　　　　　　　　同左

 
 

２　オペレーティング・リース取引

　　　借手側

　　　未経過リース料

１年内 86百万円

１年超 27百万円

計 113百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　　借手側

　　　未経過リース料

１年内 37百万円

１年超 9百万円

計 45百万円
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(金融商品関係)

　

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

(追加情報)
  当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」
(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金融商
品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適
用指針第19号  平成20年３月10日)を適用しております。

――――

１  金融商品の状況に関する事項
  (1) 金融商品に対する取組方針
      当社グループは、資金運用については短期的な預
金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借
入等によっております。デリバティブ取引について
は、リスクヘッジを目的としており、投機目的のため
のデリバティブ取引は行わない方針であります。

１  金融商品の状況に関する事項
  (1) 金融商品に対する取組方針

同左

　 　
  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理
体制

      受取手形及び売掛金並びに保証金に係る取引先の
信用リスクは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期
日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況の悪
化等を把握したときは、速やかに対応する等して、そ
の軽減に努めております。また、有価証券及び投資有
価証券は主に譲渡性預金及び株式であり、上場株式
については、市場価格の変動リスクに晒されていま
すが、取引先企業との業務に関連する株式であり、月
ごとに時価の把握を行っております。

      営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金
は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

      借入金、リース債務及び社債の使途は運転資金及
び設備投資資金であり、一部の金利変動リスクに対
しては金利スワップ取引を実施して支払利息の固定
化を実施しております。資金調達にかかる流動性リ
スクについては、適時に資金繰り計画を作成・更新
する等、当社グループ全体の資金管理を行うほか、安
定した調達先の確保等により、そのリスク軽減に努
めております。

      デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る
為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替
予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対
するヘッジを目的とした金利スワップ取引でありま
す。尚、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対
象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につい
ては、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載
されている「重要なヘッジ会計の方法」をご参照下
さい。

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理
体制

同左
     
     
    

　 　
  (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説
明

      金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほ
か、市場価格がない場合には、合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては
変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することも
あります。また、(デリバティブ取引関係)注記におけ
るデリバティブ取引に関する契約額等については、
その契約額自体がデリバティブ取引に係る市場リス
クを示すものではありません。

  (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説
明

同左
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前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

２  金融商品の時価等に関する事項
    平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、
時価及びこれらの差額については、次の通りでありま
す。尚、時価を把握することが極めて困難と認められる
ものは、次表には含めておりません((注２)参照)。

２  金融商品の時価等に関する事項
    平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、
時価及びこれらの差額については、次の通りでありま
す。尚、時価を把握することが極めて困難と認められる
ものは、次表には含めておりません((注２)参照)。

(単位：百万円)

　
連結貸借対
照表計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 10,95110,951 ─

(2) 受取手形及び売掛金 28,282　 　
貸倒引当金(※１) △275　 　

　 28,00728,007 ─

(3) 有価証券
(譲渡性預金)

5,000 5,000 ─

(4) 投資有価証券 　 　 　
その他有価証券 2,640 3,597 958

(5) 差入保証金 4,619　 　
貸倒引当金(※１) △56　 　

　 4,563 1,881△2,682

資産計 51,16149,437△1,724

(1) 支払手形及び買掛金 32,51232,512 ─

(2) 短期借入金 234 234 ─

(3) １年内返済予定の長
期借入金

12,01212,012 ─

(4) リース債務
(流動負債)

2,534 2,534 ─

(5) 未払金 10,53810,538 ─

(6) 未払法人税等 2,910 2,910 ─

(7) 社債 5,370 5,370 ─

(8) 長期借入金 80,63380,633 ─

(9) リース債務
(固定負債)

7,588 7,137 △451

負債計 154,332153,880△451

デリバティブ取引(※２) (1,432)(1,432) ─

 (※１) 受取手形及び売掛金、差入保証金に係る貸倒引
当金を控除しております。

 (※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・
債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる場合は、(  )で表示しております。

(単位：百万円)

　
連結貸借対
照表計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 23,73823,738 ─

(2) 受取手形及び売掛金 23,748　 　
貸倒引当金(※１) △173　 　

　 23,57523,575 ─

(3) 投資有価証券 　 　 　
その他有価証券 2,717 3,332 615

(4) 差入保証金 2,377　 　
貸倒引当金(※１) △2　 　

　 2,376 990 △1,386

資産計 52,40651,635 △771

(1) 支払手形及び買掛金 35,18035,180 ─

(2) 短期借入金 288 288 ─

(3) １年内返済予定の長
期借入金

7,019 7,019 ─

(4) リース債務
(流動負債)

3,546 3,546 ─

(5) 未払金 9,254 9,254 ─

(6) 未払法人税等 2,765 2,765 ─

(7) 社債 3,000 3,000 ─

(8) 長期借入金 84,62684,602 △24

(9) リース債務
(固定負債)

8,501 7,774 △727

負債計 154,178153,427△751

デリバティブ取引(※２) (1,220)(1,220) ─

 (※１) 受取手形及び売掛金、差入保証金に係る貸倒引
当金を控除しております。

 (※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・
債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる場合は、(  )で表示しております。

　 　
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及び

デリバティブ取引に関する事項
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及び

デリバティブ取引に関する事項
資産
  (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 有価
証券(譲渡性預金)

      これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額
に近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

資産
  (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
 

同左

　 　
  (4) 投資有価証券
      これらの時価について、株式は取引所の価格に
よっており、匿名組合出資金は将来キャッシュ・フ
ローをリスクフリーレートで割り引いた現在価値に
よっております。尚、保有目的ごとの有価証券に関す
る注記事項については(有価証券関係)注記をご参照
ください。

  (3) 投資有価証券
同左

　 　
  (5) 差入保証金
      これらの時価については、退店計画等に基づき合
理的と考えられる期間及び割引率によって時価を算
定しております。

  (4) 差入保証金
同左
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前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

負債
  (1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) １年内
返済予定の長期借入金、(4) リース債務(流動負債)、
(5) 未払金、(6) 未払法人税等

      これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額
に等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債
  (1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) １年内
返済予定の長期借入金、(4) リース債務(流動負債)、
(5) 未払金、(6) 未払法人税等

同左

　 　

  (7) 社債、(9) リース債務(固定負債)
      これらの時価については、元利金の合計額を同様
の社債を発行した場合又は、リース取引を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値によって
算定しております。

  (7) 社債、(9) リース債務(固定負債)
同左

　 　

  (8) 長期借入金
      これらの時価については、変動金利によるもので
あり、短期間で市場金利を反映することから、時価は
帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳
簿価額によっております。

  (8) 長期借入金
      長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間
で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似
していることから当該帳簿価額によっております。
固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同
様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により時価を算定しております。尚、金利
スワップの特例処理の対象となっているものについ
ては、当該金利スワップと一体として処理された元
利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用さ
れる合理的に見積もられる利率で割り引いた現在価
値により時価を算定しております。

　 　

デリバティブ取引
  (デリバティブ取引関係)注記をご参照ください。

デリバティブ取引
  (デリバティブ取引関係)注記をご参照ください。

　 　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる
金融商品

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる
金融商品

(単位：百万円)
内容 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 693

差入保証金 12,529

  これらについては、市場価格がなく、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められることから上表には含めてお
りません。

(単位：百万円)
内容 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 674

差入保証金 10,635

  これらについては、市場価格がなく、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められることから上表には含めてお
りません。

　 　

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日
後の償還予定額

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日
後の償還予定額

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 10,951 ─ ─ ─

受取手形及び売掛金 28,282 ─ ─ ─

有価証券(譲渡性預金) 5,000 ─ ─ ─

差入保証金 460 ─ ─ 4,159

合計 44,693 ─ ─ 4,159

 

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 23,738 ─ ─ ─

受取手形及び売掛金 23,748 ─ ─ ─

差入保証金 241 ─ ─ 2,136

合計 47,727 ─ ─ 2,136

 

(注４) 社債、長期借入金、リース債務及びその他有利子
負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結
決算日後の返済予定額

(注４) 社債、長期借入金、リース債務及びその他有利子
負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結
決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

　
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債 ― ― 2,370 ― 3,000

長期借入金 14,02316,00750,602 2 ―

リース債務
(固定負債)

2,6132,3971,746 803 29

その他有利
子負債

― ― ― ― ―

合計 16,63618,40354,718 805 3,029
 

(単位：百万円)

　
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債 ― ― ― ― 3,000

長期借入金 7,00144,100 5 29,5004,020

リース債務
(固定負債)

3,4082,7321,758 576 27

その他有利
子負債

― ― ― ― ―

合計 10,40946,8321,76230,0767,047
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　その他有価証券
　

区分

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

取得原価　
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

(1) 株式 800 863 63

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 800 863 63

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

(1) 株式 768 707 △ 61

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 6,070 6,070 ─

小計 6,838 6,777 △ 61

合計 7,638 7,640 2

(注)　当社及び連結子会社は減損処理を行うにあたり、時価が「著しく下落した」と判断するための経理基準を設けて

おり、連結会計年度末日において時価が取得原価から50％超下落しているもの及びその他当該経理基準に該当し

たものを「著しく下落した」と判断しております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　

区分

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

売却額　
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 35 6 ─

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

合計 35 6 ─
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　その他有価証券
　

区分

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

取得原価　
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

(1) 株式 508 568 60

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 508 568 60

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

(1) 株式 1,193 1,079 △114

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 1,070 1,070 ─

小計 2,263 2,149 △114

合計 2,771 2,717 △54

(注)　当社及び連結子会社は減損処理を行うにあたり、時価が「著しく下落した」と判断するための経理基準を設けて

おり、連結会計年度末日において時価が取得原価から50％超下落しているもの及びその他当該経理基準に該当し

たものを「著しく下落した」と判断しております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　

区分

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

売却額　
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 ─ ─ ─

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

合計 ─ ─ ─
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(１)通貨関連　　　

　 　 　 　 (単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額のうち
１年超

時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引 　 　 　 　

　買建  買掛金 　 　 　

　　 米ドル 　 1,095 ─ 40

　　 ユーロ 　 9 ─ 0

合　　　計 1,104 ─ 40

(注)　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(２)金利関連　　　

　 　 　 　 (単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額のうち
１年超

時価

原則的処理方法
金利スワップ取引

 長期借入金 49,500 49,500 △1,471
　支払固定・受取変動

合　　　計 49,500 49,500 △1,471

(注)　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(１)通貨関連　　　

　 　 　 　 (単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額のうち
１年超

時価

原則的処理方法

為替予約取引

　売建

　　 米ドル

 売掛金

 
 

0

 
 

―

 
 

0

　買建  買掛金 　 　 　

　　 米ドル 　 1,398 ─ 25

　　 ユーロ 　 54 ─ 3

為替予約等の
振当処理

為替予約取引

　売建

　　 米ドル

 売掛金

 
 

4

 
 

―

 
 

（注２）

　買建  買掛金 　 　 　

　　 米ドル 　 326 ─ （注２）

　　 ユーロ 　 4 ─ （注２）

合　　　計 1,786 ─ 28

(注１)　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

(注２)　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建債権債務と一体として処理されてい

るため、その時価は外貨建債権債務の時価に含めて記載しております。

　

(２)金利関連　　　

　 　 　 　 (単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額のうち
１年超

時価

原則的処理方法
金利スワップ取引

 長期借入金 54,000 45,000 △1,247
　支払固定・受取変動

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
 長期借入金 4,500 4,500 （注２）

　支払固定・受取変動

合　　　計 58,500 49,500 △1,247

(注１)　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

(注２)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社については、退職一時金制度、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を採用しております。尚、主

要な連結子会社においては、前払賃金化等の制度を実施し、退職金制度を採用しておりません。また、一

部の連結子会社については、簡便法を採用しております。

　

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務(注) △2,938百万円

年金資産 ─百万円

未積立退職給付債務 △2,938百万円

未認識数理計算上の差異 155百万円

未認識過去勤務債務 ─百万円

退職給付引当金 △2,783百万円

　　(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用(注) 369百万円

利息費用 48百万円

期待運用収益 ─百万円

数理計算上の差異の費用処理額 30百万円

過去勤務債務の費用処理額 ─百万円

確定拠出年金への掛金支払額 239百万円

退職給付費用 686百万円

　　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 ─％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ─年
　

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。)
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社については、退職一時金制度、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を採用しております。尚、主

要な連結子会社においては、前払賃金化等の制度を実施し、退職金制度を採用しておりません。また、一

部の連結子会社については、簡便法を採用しております。

　

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務(注) △3,165百万円

年金資産 ─百万円

未積立退職給付債務 △3,165百万円

未認識数理計算上の差異 59百万円

未認識過去勤務債務 ─百万円

退職給付引当金 △3,106百万円

　　(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用(注) 374百万円

利息費用 53百万円

期待運用収益 ─百万円

数理計算上の差異の費用処理額 22百万円

過去勤務債務の費用処理額 ─百万円

確定拠出年金への掛金支払額 267百万円

退職給付費用 716百万円

　　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 ─％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ─年
　

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。)

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 　
　  貸倒引当金繰入超過額

　　賞与引当金

30百万円

1,612百万円

　　棚卸資産評価損否認額 585百万円

　　退職給付引当金 1,129百万円

　　退職給付制度変更に伴う
　　分割拠出額

113百万円

　　未払事業税 283百万円

　　連結会社間取引による
　　棚卸資産・固定資産の
　　内部未実現利益

198百万円

　　関係会社整理損否認額 170百万円

　　繰越欠損金 1,355百万円

　　繰延ヘッジ損益 582百万円

　　その他 1,247百万円

　繰延税金資産小計 7,303百万円

　評価性引当額 △2,087百万円

　繰延税金資産合計 5,216百万円

　繰延税金負債 　
　　その他有価証券評価差額金 △1百万円

　繰延税金負債合計 △1百万円

　繰延税金資産の純額 5,216百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 　
　　賞与引当金 1,414百万円

　　棚卸資産評価損否認額 814百万円

　　退職給付引当金 1,259百万円

　　未払事業税 266百万円

　　連結会社間取引による
　　棚卸資産・固定資産の
　　内部未実現利益

201百万円

　　関係会社整理損否認額 133百万円

　　繰越欠損金 1,883百万円

　　資産除去債務 283百万円

　　繰延ヘッジ損益 496百万円

　　その他 1,028百万円

　繰延税金資産小計 7,778百万円

　評価性引当額 △2,509百万円

　繰延税金資産合計 5,268百万円

　繰延税金負債 　
　　資産除去債務に対応する除去費用 △147百万円

　繰延税金負債合計 △147百万円

　繰延税金資産の純額 5,121百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整) 　

　　交際費等永久に損金算入
　　されない項目

1.6％

　　受取配当金等永久に益金算入
　　されない項目

△0.1％

　　住民税均等割 0.9％

　　持分法投資損益税効果未認識額 0.3％

　　損金不算入ののれん償却額 26.4％

　　評価性引当額の増減額 △2.8％

　　繰越欠損金使用分 △2.7％

　　その他 △1.4％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.9％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整) 　

　　交際費等永久に損金算入
　　されない項目

△0.2％

　　受取配当金等永久に益金算入
　　されない項目

△0.1％

　　住民税均等割 1.7％

　　持分法投資損益税効果未認識額 0.5％

　　損金不算入ののれん償却額 45.0％

　　評価性引当額の増減額 12.4％

　　繰越欠損金使用分 △0.8％

　　持分法適用会社の出資金譲渡に
　　伴う影響

△3.1％

　　その他 0.3％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 96.4％
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(企業結合等関係)

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

　平成22年１月18日をもって、当社の生産系子会社として衣料品の製造及び製造企画を担う株式会社ワー

ルドインダストリー及び株式会社ワールドインダストリー福島を、以下のとおり新設分割及び共同新設

分割により再編し、同年３月31日をもって、両社を清算結了しております。

分割会社 分割設立会社 法的形式

　 ㈱ワールドインダストリーファブリック 新設分割

㈱ワールドインダストリー ㈱インダストリー松本 新設分割

　
㈱ワールドインダストリーニット 共同新設分割

㈱ワールドインダストリー福島

　

２　取引の目的（取引の概要を含む）

　ニットとファブリックの生産機能を有する株式会社ワールドインダストリーとニットの生産機能を有

する株式会社ワールドインダストリー福島を、株式会社ワールドインダストリーファブリック及び株式

会社ワールドインダストリーニットにカテゴリー毎に再編することで、効率的でロスの少ない生産を目

指し、ワールドグループとして一層価値の高まる生産体制を構築することを目的としております。

　尚、株式会社インダストリー松本については、カテゴリーの枠組みには入れず、フレキシブルで様々な生

産機能の可能性を追求することを目的としております。

　

３　実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日公表分）

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

当社グループは、主に商業施設にある店舗について事業用賃借契約を締結しており、当該賃借契約に

おける賃借期間終了時の原状回復義務に関し、資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積

りにあたり、使用見込み期間は５年間、割引率は５年国債を基本としております。

　
当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

前連結会計年度末残高（注） 715百万円

その他増減額（△は減少） △49百万円

当連結会計年度末残高 666百万円

　
(注)　当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しているため、前連結会計年度末残高に代えて、当連結会計年度の期首における残高を記

載しております。

　
前へ
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　連結売上高、営業利益及び資産の金額に占める「衣料品事業」の割合がいずれも90％を超えるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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【セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、その記載を省略しております。

　
当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、その記載を省略しております。

　
【関連情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超える

ため、その記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

　　(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、その記載を省略

しております。

　　(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を

超えるため、その記載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」 （企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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【関連当事者情報】

　前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　１　関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
〔被所有〕割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
㈱ハーバーホール
ディングスベータ

兵庫県
神戸市

26株式の所有 〔100.0〕役員の兼任
担保の被提供
※

92,600─ ─

　
(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

※　当社の銀行借入金に対して、当社株式の担保提供を受けております。
　

　(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
〔被所有〕割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

畑崎　廣敏 ─
当社顧問
神戸商工会議所
常議員他

─ 顧問契約
顧問料
※１

20 ─ ─

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
〔被所有〕割合

(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

㈱ハーバーホール
ディングスガンマ

兵庫県
神戸市

10社債の保有 ─ 役員の兼任

社債の
買入消却
※２

1,190社債 5,370

社債利息の
支払
※２

244未払費用 2

資金の貸付
※３

225
長期
貸付金

49

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

※１　顧問契約の内容に基づき交渉の上、決定しております。

※２　当社発行のＤ種無担保社債についての買入消却であり、社債利息については市場金利を勘案して決定して

おります。

※３　資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

　

　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　株式会社ハーバーホールディングスベータ（非上場）

　

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　該当事項はありません。
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　当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　１　関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
〔被所有〕割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
㈱ハーバーホール
ディングスベータ

兵庫県
神戸市

26株式の所有 〔100.0〕役員の兼任
担保の被提供
※

58,100─ ─

　
(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

※　当社の銀行借入金に対して、当社株式の担保提供を受けております。
　

　(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
〔被所有〕割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

前田　輝秋 ─ 当社顧問 ─ 顧問契約
顧問料
※１

18 ─ ─

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
〔被所有〕割合

(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

㈱ハーバーホール
ディングスガンマ

兵庫県
神戸市

10社債の保有 ─ 役員の兼任

社債の
買入消却
※２

2,370社債 3,000

社債利息の
支払
※２

122未払費用 1

資金の貸付
※３

177
長期
貸付金

29

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

※１　顧問契約の内容に基づき交渉の上、決定しております。

※２　当社発行のＤ種無担保社債についての買入消却であり、社債利息については市場金利を勘案して決定して

おります。

※３　資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

　

　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　株式会社ハーバーホールディングスベータ（非上場）

　

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 

１株当たり純資産額 438円43銭

１株当たり当期純利益 30円32銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 352円85銭

１株当たり当期純損失 64円96銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失であり潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　 　
(１株当たり当期純利益の算定上の基礎)

連結損益計算書上の当期純利益 2,346百万円

普通株式に係る当期純利益 606百万円

(１株当たり当期純損失の算定上の基礎)

連結損益計算書上の当期純利益 154百万円

普通株式に係る当期純損失 1,299百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　優先配当額 1,415百万円

　優先株式の償還差額 325百万円

普通株式の期中平均株式数 20,000,200株

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　優先配当額 1,401百万円

　優先株式の償還差額 53百万円

普通株式の期中平均株式数 20,000,200株

　

(重要な後発事象)

　前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。
　

　当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱ワールド
第１回Ｄ種無担保社債
     　 　　　(注)１

平成19年
９月26日

2,370 ― 3.0 無担保
平成26年
２月21日

㈱ワールド
第１回Ｅ種無担保社債
     　 　　　(注)２

平成19年
９月26日

3,000 3,0003.0 無担保
平成35年
９月25日

合計 ― ― 5,370 3,000 ― ― ―

(注) １　第１回Ｄ種無担保社債は、平成22年７月30日に450百万円、平成22年８月10日に220百万円、平成22年９月27日に

1,700百万円を繰上償還しております。

２　連結決算日後５年内における償還予定はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 234 288 3.21 ―

１年以内返済予定の長期借入金 12,012 7,019 0.99 ―

１年以内返済予定のリース債務 2,534 3,546 2.45 ─

長期借入金(１年以内返済予定のものを除
く。)

80,633 84,626 0.90
平成24年５月25日～
平成30年12月15日

リース債務(１年以内返済予定のものを除
く。)

7,588 8,501 2.36
平成24年４月30日～
平成29年９月30日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 103,002 103,979 ― ―

(注) １　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。
　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 7,001 44,100 5 29,500

リース債務 3,408 2,732 1,758 576

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末に

おける負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

第52期
(平成22年３月31日)

第53期
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,636 21,333

受取手形 173 172

売掛金 ※4
 24,514

※4
 20,362

有価証券 5,000 －

商品及び製品 18,124 22,813

原材料及び貯蔵品 1 65

前払費用 395 363

未収入金 1,408 1,337

繰延税金資産 2,543 2,398

その他 520 723

貸倒引当金 △400 △310

流動資産合計 60,913 69,256

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 15,909 13,807

構築物（純額） 146 127

機械及び装置（純額） 13 9

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 1,822 1,546

土地 ※3
 17,967

※3
 17,967

リース資産（純額） 8,967 10,388

建設仮勘定 287 254

有形固定資産合計 ※1
 45,110

※1
 44,097

無形固定資産

のれん 62,257 58,240

借地権 93 93

商標権 347 319

ソフトウエア 2,680 2,581

その他 123 122

無形固定資産合計 65,500 61,356

投資その他の資産

投資有価証券 3,318 3,391

関係会社株式 4,645 4,990

出資金 1 1

関係会社出資金 1,966 1,855

長期貸付金 53 84

役員及び従業員に対する長期貸付金 21 15

関係会社長期貸付金 4,874 3,946
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(単位：百万円)

第52期
(平成22年３月31日)

第53期
(平成23年３月31日)

破産更生債権等 88 75

長期前払費用 1,345 1,074

差入保証金 16,315 12,277

繰延税金資産 1,937 2,009

その他 341 315

貸倒引当金 △2,234 △2,840

投資その他の資産合計 32,671 27,193

固定資産合計 143,280 132,645

資産合計 204,193 201,901

負債の部

流動負債

支払手形 13 58

買掛金 ※4
 30,753

※4
 31,830

短期借入金 ※4
 1,841

※4
 2,995

1年内返済予定の長期借入金 12,000 7,000

リース債務 2,462 3,384

未払金 ※4
 12,385

※4
 11,287

未払法人税等 2,516 2,432

未払消費税等 211 －

未払費用 1,682 1,366

預り金 208 222

前受収益 39 39

賞与引当金 1,745 1,614

役員賞与引当金 250 －

資産除去債務 － 146

その他 351 952

流動負債合計 66,457 63,325

固定負債

社債 5,370 3,000

長期借入金 80,600 84,600

リース債務 7,166 8,278

再評価に係る繰延税金負債 ※3
 1,110

※3
 1,110

退職給付引当金 2,581 2,900

資産除去債務 － 428

その他 2,085 1,885

固定負債合計 98,912 102,201

負債合計 165,369 165,525
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(単位：百万円)

第52期
(平成22年３月31日)

第53期
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,010 18,010

資本剰余金

資本準備金 18,000 18,000

資本剰余金合計 18,000 18,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 2 2

繰越利益剰余金 2,066 △482

利益剰余金合計 2,068 △480

株主資本合計 38,078 35,530

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1 △32

繰延ヘッジ損益 △873 △740

土地再評価差額金 ※3
 1,618

※3
 1,618

評価・換算差額等合計 747 846

純資産合計 38,824 36,376

負債純資産合計 204,193 201,901
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

第52期
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高 285,880 276,268

売上原価

商品期首たな卸高 20,642 18,124

当期商品仕入高 ※3
 105,970

※3
 111,758

合計 126,613 129,882

他勘定振替高 ※2
 722

※2
 1,095

商品期末たな卸高 18,124 22,813

売上原価合計 ※1
 107,767

※1
 105,973

売上総利益 178,113 170,295

販売費及び一般管理費

販売促進費 40,919 40,658

荷造運搬費 9,630 9,658

広告宣伝費 2,903 2,820

図書研究費 2,745 2,347

業務委託費 4,247 3,984

役員報酬 268 263

役員賞与引当金繰入額 250 －

給料手当及び賞与 13,397 13,482

賞与引当金繰入額 1,745 1,614

福利厚生費 1,900 2,022

退職給付費用 611 627

旅費及び交通費 2,360 2,378

消耗品費 1,986 2,417

減価償却費 6,728 7,171

のれん償却額 4,017 4,017

賃借料 29,514 28,126

歩率家賃 31,205 29,162

その他 11,576 10,904

販売費及び一般管理費合計 ※4
 166,002

※4
 161,649

営業利益 12,111 8,646

営業外収益

受取利息 ※3
 185 82

受取配当金 44 43

受取賃貸料 ※3
 416

※3
 397

受取補償金 88 229

匿名組合投資利益 444 423

その他 182 218

営業外収益合計 1,359 1,393
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(単位：百万円)

第52期
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

営業外費用

支払利息 1,658 1,674

社債利息 244 122

貸倒引当金繰入額 943 555

商品廃棄損 633 692

リース解約損 337 259

金融手数料 452 336

その他 737 400

営業外費用合計 5,003 4,038

経常利益 8,466 6,000

特別利益

投資有価証券売却益 6 －

特別利益合計 6 －

特別損失

固定資産除却損 ※5
 1,287

※5
 1,351

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 475

資産除去債務履行差額 － 107

投資有価証券評価損 179 1

関係会社株式評価損 － ※6
 120

関係会社出資金評価損 ※7
 566

※7
 311

関係会社出資金譲渡損 － ※8
 106

関係会社整理損 ※9
 974

※9
 80

抱合せ株式消滅差損 76 －

役員退職慰労金 13 －

災害による損失 － ※10
 964

特別損失合計 3,096 3,515

税引前当期純利益 5,376 2,485

法人税、住民税及び事業税 3,204 2,961

法人税等調整額 158 5

法人税等合計 3,362 2,966

当期純利益又は当期純損失（△） 2,014 △481
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

第52期
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 18,010 18,010

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,010 18,010

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 18,000 18,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,000 18,000

資本剰余金合計

前期末残高 18,000 18,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,000 18,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2 2

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

繰越利益剰余金

前期末残高 4,215 2,066

当期変動額

剰余金の配当 △1,980 △1,715

当期純利益又は当期純損失（△） 2,014 △481

自己株式の消却 △2,185 △353

当期変動額合計 △2,150 △2,548

当期末残高 2,066 △482

利益剰余金合計

前期末残高 4,217 2,068

当期変動額

剰余金の配当 △1,980 △1,715

当期純利益又は当期純損失（△） 2,014 △481

自己株式の消却 △2,185 △353

当期変動額合計 △2,150 △2,548

当期末残高 2,068 △480
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(単位：百万円)

第52期
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の取得 △2,185 △353

自己株式の消却 2,185 353

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

株主資本合計

前期末残高 40,227 38,078

当期変動額

剰余金の配当 △1,980 △1,715

当期純利益又は当期純損失（△） 2,014 △481

自己株式の取得 △2,185 △353

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △2,150 △2,548

当期末残高 38,078 35,530

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △43 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

44 △33

当期変動額合計 44 △33

当期末残高 1 △32

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △638 △873

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△234 133

当期変動額合計 △234 133

当期末残高 △873 △740

土地再評価差額金

前期末残高 1,618 1,618

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,618 1,618

評価・換算差額等合計

前期末残高 937 747

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△190 100

当期変動額合計 △190 100

当期末残高 747 846
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(単位：百万円)

第52期
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

第53期
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

純資産合計

前期末残高 41,164 38,824

当期変動額

剰余金の配当 △1,980 △1,715

当期純利益又は当期純損失（△） 2,014 △481

自己株式の取得 △2,185 △353

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △190 100

当期変動額合計 △2,340 △2,448

当期末残高 38,824 36,376
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【重要な会計方針】

　

第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券　　　　 ……償却原価法(定

額法)

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法によ
る原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 ……同左

 

子会社株式及び関連会社株式……同左
 

　　　その他有価証券
　　　時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時

価法
(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

　　　その他有価証券
　　　時価のあるもの……同左

　　　時価のないもの……移動平均法による原価法 　　　時価のないもの……同左

　 　

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ………時価法

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ………同左

　 　

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　商品及び製品、
　　　原材料及び貯蔵品……総平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切
　　　　　　　　　　　　　下げの方法）

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　商品及び製品、
　　　原材料及び貯蔵品……同左

　 　

４　固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産(リース資産を除く)……定率法

　　　　　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)について
は、定額法を採用しております。

　　　　尚、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物(純額) 10～50年

工具、器具及び備品(純額) ２～20年

４　固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産(リース資産を除く)……同左

　　　　　　　　　　　

　
　 　

　 　

 
　　　無形固定資産(リース資産を除く)……ソフトウェア

(自社利用)については、社内に
おける見込利用可能期間(５年)
に基づく定額法、それ以外のも
のについては定額法を採用して
おります。

 
　　　無形固定資産(リース資産を除く)……同左

 

　　　リース資産……所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零として算定する方法に
よっております。

　　　リース資産……同左

　
　　　長期前払費用……定額法

主な耐用年数は２～11年

　

 
　　　長期前払費用……同左
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第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

５　繰延資産の処理方法
社債発行費については、支出時に全額費用処理を
行っております。
 

５　繰延資産の処理方法
同左

６　引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

６　引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金
　　　従業員の賞与支給にあてるため、翌期支払賞与見込額

のうち当期負担額を計上しております。

　(2) 賞与引当金
同左

　(3) 役員賞与引当金
　　　当社の役員の賞与支給にあてるため、翌期支払賞与見

込額のうち当期負担額を計上しております。

　(3) 役員賞与引当金
同左

　(4) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務の見込額に基づき、当期末において発生し
ていると認められる額を計上しております。

　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理することとしております。

 

　(4) 退職給付引当金
　　　　　　　　　　　 同左

 

７　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。
 

７　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
同左

８　ヘッジ会計の方法
　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　主に繰延ヘッジ処理を適用しております。尚、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満たしている
場合は特例処理を採用しております。

８　ヘッジ会計の方法
　　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　・ヘッジ手段……デリバティブ取引(為替予約取

引及び金利スワップ取引)
　　　・ヘッジ対象……相場変動等による損失の可能性が

あり、相場変動等が評価に反映
されていないもの及びキャッ
シュ・フローが固定され、その
変動が回避されるもの

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

　　③　ヘッジ方針
　　　　主として内部規程である「経理規程」で定めるリス

ク管理方法及びそれに付随する「業務基準書」に
基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを
ヘッジしております。

　　③　ヘッジ方針
　　　　主として内部規程である「財務規程」で定めるリス

ク管理方法及びそれに付随する「業務基準書」に
基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを
ヘッジしております。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法
　　　　金利スワップ取引においては、原則として、ヘッジ開

始時から有効性判定時点までの期間において、
ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計額
とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計
額とを比較し、その比率を基礎に判断しておりま
すが、契約の内容等によりヘッジに高い有効性が
明らかに認められる場合については有効性の判定
を省略しております。

　　　　為替予約においては、ヘッジ対象の相場変動とヘッ
ジ手段の相場変動を半期ごとに比較し、両者の変
動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価してお
ります。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法
同左
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第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

９　のれんの償却に関する事項
　　のれんはその効果の発現する期間を個別に見積もり、
償却期間を決定した上で均等償却することとしており
ます。
 

９　のれんの償却に関する事項
同左

10　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用
しております。

10　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理

同左

　

【会計方針の変更】

　

第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

―――― （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３日31日）を適用しておりま

す。これにより営業利益が132百万円減少、経常利益が373

百万円増加、税引前当期純利益は254百万円減少しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務

の変動額は617百万円であります。

　

【表示方法の変更】

　

第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

（貸借対照表）

　前事業年度において固定負債に独立掲記しておりまし

た「長期未払金」（当事業年度252百万円）は、金額的重

要性が乏しいため、当事業年度より固定負債の「その

他」に含めて表示しております。

――――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
第52期

(平成22年３月31日)
第53期

(平成23年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額 36,077百万円

　

※１　有形固定資産減価償却累計額 38,389百万円

　
　２　保証債務

　　　関係会社の金融機関等との取引高に対する保証

㈱ワールドプロダクション
パートナーズ

3,000百万円

上海欣原紅染紗有限公司 144百万円

上海世界連合服装有限公司 40百万円

　　　

　２　保証債務

　　　関係会社の金融機関等との取引高に対する保証

㈱ワールドプロダクション
パートナーズ

3,000百万円

世界時装（中国）有限公司 110百万円

World　Korea　Co.,Ltd.60百万円

上海欣原紅染紗有限公司 58百万円

上海世界連合服装有限公司 20百万円

台湾和亜留土股?有限公司 1百万円

　　　

※３　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日改

正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額

を課税標準とする税金に相当する金額である繰延

税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を

控除した金額を土地再評価差額金として純資産の

部に計上しております。

※３　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日改

正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額

を課税標準とする税金に相当する金額である繰延

税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を

控除した金額を土地再評価差額金として純資産の

部に計上しております。
　 　

　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税

法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当期
末における時価と再評価後
の帳簿価額との差額

△4,657百万円

 

　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税

法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当期
末における時価と再評価後
の帳簿価額との差額

△5,123百万円

 
※４　関係会社に対する主な資産・負債について区分掲

記した以外で各科目に含まれているものは次のと

おりであります。

売掛金 190百万円

買掛金 30,442百万円

短期借入金 1,841百万円

未払金 3,251百万円
 

※４　関係会社に対する主な資産・負債について区分掲

記した以外で各科目に含まれているものは次のと

おりであります。

売掛金 210百万円

買掛金 31,718百万円

短期借入金 2,995百万円

未払金 3,428百万円
 

５　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

　当事業年度末の当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントに係る借入実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
61,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 61,000百万円

５　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

　当事業年度末の当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントに係る借入実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
21,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 21,500百万円

EDINET提出書類

株式会社ワールド(E02767)

有価証券報告書

 91/112



　

第52期
(平成22年３月31日)

第53期
(平成23年３月31日)

　６　配当制限

①　平成19年９月11日付シンジケートローン契約

（その後の変更・修正を含む）により、次の配当

制限が課されております。

当社は、債務の弁済が完了するまで、１事業年度

につき許容剰余金配当額を超えて、普通株式に対

する剰余金の配当を行わないものとしておりま

す。

直前事業年度における
当社の当期純利益の金額

許容剰余金配当額

75億円以上の場合 15億円

70億円以上

75億円未満の場合

当期純利益の金額から
60億円を差し引いた金額

50億円以上70億円未満の場合10億円

45億円以上

50億円未満の場合

当期純利益の金額から
40億円を差し引いた金額

45億円未満の場合 5億円

②　平成18年８月25日付投資契約（その後の変更・

修正を含む）により、次の配当制限が課されてお

ります。

当社は、１事業年度につき許容剰余金配当額を

超えて、普通株式に対する剰余金の配当を行わな

いものとしております。

直前事業年度における
当社の当期純利益の金額

許容剰余金配当額

75億円以上の場合 15億円

70億円以上

75億円未満の場合

当期純利益の金額から
60億円を差し引いた金額

50億円以上70億円未満の場合10億円

45億円以上

50億円未満の場合

当期純利益の金額から
40億円を差し引いた金額

45億円未満の場合 5億円

 

　６　配当制限

同左
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(損益計算書関係)

　

第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価の切下額

売上原価 1,303百万円

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価の切下額

売上原価 1,900百万円
　 　

※２　他勘定振替高は仕入商品を広告宣伝費、商品廃棄損

等に振替えたものであります。

※２　他勘定振替高は仕入商品を広告宣伝費、商品廃棄損

等に振替えたものであります。
　 　

※３　関係会社に対する主な取引で各科目に含まれてい

るものは、次のとおりであります。

商品仕入高 103,296百万円

受取利息 170百万円

受取賃貸料 318百万円

※３　関係会社に対する主な取引で各科目に含まれてい

るものは、次のとおりであります。

商品仕入高 108,934百万円

受取賃貸料 283百万円

　 　
　 　

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、185百万円で

あります。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、34百万円であ

ります。

　 　
※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物(純額) 1,043百万円

構築物(純額) 1百万円

工具、器具及び備品(純額) 91百万円

リース資産(純額) 94百万円

ソフトウェア 59百万円

計 1,287百万円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物(純額) 1,103百万円

構築物(純額) 1百万円

工具、器具及び備品(純額) 103百万円

リース資産(純額) 140百万円

ソフトウェア 4百万円

計 1,351百万円

　 　
※６                 ―――― ※６　関係会社株式評価損は、World　Korea　Co.,Ltd.に対

するものであります。

　 　
※７　関係会社出資金評価損は、世界時装（中国）有限公

司に対するものであります。

※７　関係会社出資金評価損は、上海欣原紅染紗有限公司

に対するものであります。

　 　
※８                 ―――― ※８　関係会社出資金譲渡損は、寧波保羅哈博服飾有限公

司に対するものであります。

　 　
※９　関係会社整理損は、㈱ワールドインダストリー、㈱

ワールドインダストリー福島及び㈱サンピエに対す

るものであります。

※９　関係会社整理損は、㈱Ｔキューブに対するもので 

あります。

　 　
※10                 ―――― ※10　災害による損失の内訳

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響

により、被災した店舗の商品及び店舗設備の修繕費

等を特別損失として計上しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

第52期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

Ａ種優先株式(千株) ─ 930 930 ─

合計 ─ 930 930 ─

　

(変動事由の概要)

　Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加930千株は、買取による増加であり、減少930千株は、消却に

よる減少であります。

　

第53期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

Ａ種優先株式(千株) ─ 150 150 ─

合計 ─ 150 150 ─

　

(変動事由の概要)

　Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加150千株は、買取による増加であり、減少150千株は、消却に

よる減少であります。
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(リース取引関係)

　

第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引

　(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

借手側

１　ファイナンス・リース取引

　(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

借手側

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　建物

　　　機械装置

　　　器具備品

①　リース資産の内容

　　　　　　　　　同左

　 ②　リース資産の減価償却方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として

算定する方法によっております。

　

②　リース資産の減価償却方法

 　　　　　　　   同左

　

　(2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

借手側

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
　

(百万円)

建物(純額) 14,8029,138 ─ 5,664

機械及び
装置(純額)

168 118 ─ 49

工具、器具及び
備品(純額)

5,8663,682 ─ 2,185

合計 20,83612,938 ─ 7,898

 
 

　(2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

借手側

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
　

(百万円)

建物(純額) 12,75810,139 ─ 2,619

機械及び
装置(純額)

62 36 ─ 26

工具、器具及び
備品(純額)

4,5083,459 ─ 1,049

合計 17,32813,634 ─ 3,695

 
 

　　②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定の期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,138百万円

１年超 4,037百万円

計 8,175百万円

リース資産減損勘定の
期末残高

─百万円

　

　　②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定の期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,697百万円

１年超 1,159百万円

計 3,856百万円

リース資産減損勘定の
期末残高

─百万円

　
　　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4,682百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ─百万円

減価償却費相当額 4,401百万円

支払利息相当額 269百万円

減損損失 ─百万円

　　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4,232百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ─百万円

減価償却費相当額 3,971百万円

支払利息相当額 156百万円

減損損失 ─百万円
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第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

　　　　　利息相当額の算定方法

　・リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

　　　　　利息相当額の算定方法

同左

 

 
 
 

２　オペレーティング・リース取引

　　　借手側

　　　未経過リース料

１年内 4百万円

１年超 2百万円

計 6百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　　借手側

　　　未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 2百万円

計 5百万円

　

(有価証券関係)

第52期(平成22年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式4,630百万円、関連会社株式15百万円)

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

第53期(平成23年３月31日)

　子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式4,990百万円)は、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

　
第52期

(平成22年３月31日)
第53期

(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 　

　　貸倒引当金繰入超過額 635百万円

　　賞与引当金 710百万円

　　棚卸資産評価損否認額 563百万円

　　退職給付引当金 1,050百万円

　　退職給付制度変更に伴う
　　分割拠出額

113百万円

　　未払事業税 250百万円

　　関係会社株式等評価損否認額 1,533百万円

　　関係会社整理損否認額 170百万円

　　繰延ヘッジ損益 599百万円

　　その他 1,013百万円

　繰延税金資産小計 6,636百万円

　評価性引当額 △2,155百万円

　繰延税金資産合計 4,481百万円

　繰延税金負債 　

　　その他有価証券評価差額金 △1百万円

　繰延税金負債合計 △1百万円

　繰延税金資産の純額 4,480百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 　

　　貸倒引当金繰入超過額 755百万円

　　賞与引当金 657百万円

　　棚卸資産評価損否認額 792百万円

　　退職給付引当金 1,180百万円

　　未払事業税 243百万円

　　関係会社株式等評価損否認額 1,636百万円

　　関係会社整理損否認額 133百万円

　　資産除去債務 233百万円

　　繰延ヘッジ損益 508百万円

　　その他 941百万円

　繰延税金資産小計 7,078百万円

　評価性引当額 △2,542百万円

　繰延税金資産合計 4,537百万円

　繰延税金負債 　

　  資産除去債務に対応する除去費用 △130百万円

　繰延税金負債合計 △130百万円

　繰延税金資産の純額 4,406百万円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整) 　

　　交際費等永久に損金算入
　　されない項目

0.3％

　　受取配当金等永久に益金算入
　　されない項目

△0.1％

　　住民税均等割 0.0％

　　評価性引当額の増減額 △12.7％

　　役員賞与引当金 1.4％

　　損金不算入ののれん償却額 30.4％

　　抱合せ株式消滅差損 6.7％

　　繰越欠損金引継分 △3.8％

　　その他 △0.4％

　税効果会計適用後の法人税等
　の負担率

62.5％

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整) 　

　　交際費等永久に損金算入
　　されない項目

0.9％

　　受取配当金等永久に益金算入
　　されない項目

△0.2％

　　住民税均等割 0.0％

　　評価性引当額の増減額 15.5％

　　役員賞与引当金 △1.4％

　　損金不算入ののれん償却額 65.8％

　　繰越欠損金引継分 △1.3％

　　その他 △0.7％

　税効果会計適用後の法人税等
　の負担率

119.3％
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(資産除去債務関係)

第53期（自　平成22年４月1日　至　平成23年３月31日)

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　当社は、主に商業施設にある店舗について事業用賃借契約を締結しており、当該賃借契約における賃借

期間終了時の原状回復義務に関し、資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、

使用見込み期間は５年間、割引率は５年国債を基本としております。

　

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

前事業年度末残高（注） 617百万円

その他増減額（△は減少） △44百万円

当事業年度末残高 573百万円

　

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しているため、前事業年度末残高に代えて、当事業年度の期首における残高を記載しておりま

す。
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(１株当たり情報)

　

第52期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

第53期
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 

１株当たり純資産額 332円97銭

１株当たり当期純利益 13円76銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 226円26銭

１株当たり当期純損失 96円71銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失であり潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

 

(１株当たり当期純利益の算定上の基礎)

損益計算書上の当期純利益 2,014百万円

普通株式に係る当期純利益 275百万円

(１株当たり当期純損失の算定上の基礎)

損益計算書上の当期純損失 481百万円

普通株式に係る当期純損失 1,934百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　優先配当額 1,415百万円

　優先株式の償還差額 325百万円

普通株式の期中平均株式数 20,000,200株

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　優先配当額 1,401百万円

　優先株式の償還差額 53百万円

普通株式の期中平均株式数 20,000,200株

　

(重要な後発事象)

第52期（自　平成21年４月1日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。

　

第53期（自　平成22年４月1日　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

　㈱ワコールホールディングス 570,000 597

　㈱経営共創基盤 10,000 500

　㈱ソトー 330,400 283

　㈱東京ソワール 1,115,000 203

　㈱小松精練 331,000 123

  セーレン㈱ 164,400 94

　㈱近鉄百貨店 500,000 85

　㈱ユナイテッドアローズ 64,500 70

　神戸商工会館㈱ 1,200 60

　その他26銘柄 621,897 301

計 3,708,397 2,317

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

　出資証券 2 1,074

計 2 1,074
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 44,393 1,860 4,001 42,25228,445 2,318 13,807

　構築物 655 2 17 640 513 20 127

　機械及び装置 200 3 3 200 192 5 9

　車両運搬具 1 － － 1 1 0 0

　工具、器具及び備品 6,276 94 645 5,724 4,179 266 1,546

　土地 17,967 0 － 17,967 － － 17,967

　リース資産 11,409 4,907 869 15,447 5,059 2,700 10,388

　建設仮勘定 287 257 290 254 － － 254

有形固定資産計 81,187 7,124 5,826 82,48538,389 5,309 44,097

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　のれん 78,323 － － 78,32320,083 4,017 58,240

　借地権 93 － － 93 － － 93

　商標権 500 22 15 507 188 50 319

　ソフトウェア 5,713 1,162 1,295 5,581 3,000 1,215 2,581

　その他 124 － 0 124 2 0 122

無形固定資産計 84,754 1,184 1,310 84,62723,272 5,282 61,356

投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　長期前払費用 3,026 378 682 2,721 1,647 584 1,074

(注) １　建物の減少の主なものは、店舗撤退によるものであります。

　２　リース資産の増加の主なものは、店舗の出店及び改装等によるものであります。

　

【引当金明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 2,634 555 39 1 3,150

賞与引当金 1,745 1,614 1,745 － 1,614

役員賞与引当金 250 － 250 － －

(注)　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び回収に伴う取崩

額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(1) 資産の部

１　現金及び預金
　

区分 金額(百万円)

現金 155

預金の種類 　

当座預金 1,841

普通預金 12,338

定期預金 7,000

小計 21,178

合計 21,333

　
２　受取手形

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱福屋 167

㈱スワキ 3

㈲ケイズフューチャー 1

丸紅ファッションリンク㈱ 0

合資会社佐藤善商店 0

伊藤忠商事㈱ 0

合計 172

　
(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成23年４月 59

　　　　５月 73

　　　　６月 39

　　　　７月 1

　　　　８月 0

　　　　９月以降 0

合計 172
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３　売掛金

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

イオンモ－ル㈱ 1,781

イオンリテール㈱ 1,424

㈱大丸松坂屋百貨店 1,179

㈱高島屋 985

㈱そごう・西武 944

その他 14,050

合計 20,362

　
(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(Ａ)
(百万円)

当期発生高
(Ｂ)
(百万円)

当期回収高
(Ｃ)
(百万円)

次期繰越高
(Ｄ)
(百万円)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　 (Ａ)＋(Ｄ)　
　 　 ２ 　 　
　 　 (Ｂ)　 　
　 　 365　 　

24,514 279,703 283,855 20,362 93.3 29.3

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

　
４　商品及び製品

　

区分 金額(百万円)

婦人服 12,939

紳士服 2,288

子供服 1,189

服飾装身具 6,397

その他 0

合計 22,813

　

５　原料及び貯蔵品
　

区分 金額(百万円)

消耗品 65

合計 65

　

６　差入保証金
　

区分 金額(百万円)

店舗賃借保証金・敷金 10,141

事務所等賃借保証金・敷金 2,136

合計 12,277
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(2) 負債の部

１　支払手形

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

サンスター文具㈱ 6

岡本㈱ 6

㈱トーマンコーポレーション 5

ＳＨＯ－ＢＩ㈱ 5

㈱ジャスティム 4

その他 32

合計 58

　
(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成23年４月 27

　　　　５月 16

　　　　６月 16

合計 58

　

２　買掛金
　

相手先 金額(百万円)

㈱ワールドプロダクションパートナーズ 31,709

㈱アカセ木工 15

㈲青木商店 10

㈱ファッション須賀 8

㈱関家具 7

その他 82

合計 31,830
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３　１年内返済予定の長期借入金
　

区分 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 2,355

住友信託銀行㈱ 1,324

㈱あおぞら銀行 984

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 870

㈱みずほコーポレート銀行 797

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 341

兵庫県信用農業協同組合連合会 189

㈱りそな銀行 140

合計 7,000

　

４　未払金
　

相手先 金額(百万円)

㈱ワールドストアパートナーズ 3,066

㈱乃村工藝社 429

㈱丹青社 303

㈱１ＬＵＸ 199

㈱エムジェイファンクション 183

その他 7,108

合計 11,287

　

５　長期借入金

区分 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 17,190

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 12,853

㈱みずほコーポレート銀行 10,320

住友信託銀行㈱ 9,668

㈱あおぞら銀行 7,182

日本生命保険相互会社 3,000

㈱商工組合中央金庫 3,000

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,486

㈱りそな銀行 2,022

㈱千葉銀行 1,850

兵庫県信用農業協同組合連合会 1,380

㈱十六銀行 1,350

㈱滋賀銀行 1,000

㈱新生銀行 1,000

その他 10,300

合計 84,600

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、20,000,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え 　

　　取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行う。但し、事故その他のやむを得ない事由により電子
公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。尚、電子公告は当社
のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
http://www.world.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は金融商品取引法第24条第１項第１号又は第２号に掲げる有価証券の発行者ではないため、該当事

項はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書及び
その添付書類
 

事業年度
(第52期)

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　 平成22年６月18日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(2)半期報告書 (第53期中)自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

　 平成22年12月17日
近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月17日

株式会社ワールド

取締役会　御中

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　昌　　弘　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワールドの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ワールド及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年６月23日

株式会社ワールド

取締役会　御中

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　昌　　弘　　㊞

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　高　　濱　　　　　滋　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワールドの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、　株式会社ワールド及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　
追記情報

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月17日

株式会社ワールド

取締役会　御中

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　昌　　弘　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワールドの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第52期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ワールドの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年６月23日

株式会社ワールド

取締役会　御中

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　昌　　弘　　㊞

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　高　　濱　　　　　滋　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ワールドの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第53期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、　株式会社ワールドの平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報　

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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